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第１章 はじめに 

 

第１節 計画の概要 

 

１ 計画改定の背景 

平成７（1995）年１月に発生した阪神・淡路大震災では、6,434 人の尊い命が奪われ、約

25万棟に及ぶ住宅・建築物の倒壊等甚大な被害がもたらされ、この教訓を踏まえ、国は同年

10月、建築物の耐震化に取り組むため『建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「耐震

改修促進法」という。）』を制定しました。 

東京都は、平成 19（2007）年３月に『東京都耐震改修促進計画（以下「都計画」という。）』

を策定し、平成 23（2011）年３月には、緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断を義務づける条

例を制定するなど、耐震化施策を総合的に進めてきました。 

本市においては、平成 20（2008）年２月に、地震による建築物の災害・損傷を最低限に抑

える減災の視点を基本に、市民の生命と財産を保護することを目的として『立川市耐震改修

促進計画（以下「本計画」という。）』を策定し、建築物の耐震化を推進してきました。 

その後、平成 24（2012）年４月、東京都防災会議から多摩直下地震及び立川断層帯地震に

おける本市の被害想定が示され、平成 25（2013）年 12 月には、国の中央防災会議から首都

直下地震の被害想定と対策についての最終報告があり、首都直下地震の切迫性と建築物倒壊

等を要因とする人的被害・建築物被害の大きさが改めて示されました。 

国は、平成 25（2013）年に耐震改修促進法を改正し、大規模建築物等に係る耐震診断結果

の報告を義務づけるなど、建築物の耐震化をさらに促進するための施策が定められ、平成 30

（2018)年には同法施行令等の改正により、通行障害建築物となる建築物として、一定の長さ

及び高さを超える組積造の塀（補強コンクリートブロック造の塀を含む。）が、耐震診断義

務づけ対象として追加されました。 

東京都は、令和２（2020）年３月、都計画の内、耐震化の目標年次を迎えた特定緊急輸送

道路沿道建築物と、平成 30（2018）年に発生した大阪府北部地震におけるブロック塀等の倒

壊被害や耐震改修促進法施行令等の改正に伴う、組積造の塀に関する新たな目標や施策を示

しました。また、令和３（2021）年３月、特定緊急輸送道路沿道建築物と組積造の塀以外の

住宅や特定建築物などについて、一部改定が行われる見通しです。 

このような背景の下、本市は平成 27（2015）年に改定した本計画の計画年次満了にあたり、

耐震化を取り巻く状況の変化や都計画との整合を図りながら、新たな目標や施策を示します。 

 

２ 目的 

本計画は、地震による建築物の災害・損傷を最低限に止める減災の視点を基本に、市民の

生命と財産を保護するとともに、都市機能を維持するため、建築物の耐震化を計画的かつ総

合的に促進することを目的とします。 
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３ 位置づけ 

本計画は、耐震改修促進法第６条の規定に基づき策定します。 

また、本市の「立川市第４次長期総合計画」を上位計画とし、都計画のほか、「立川市第

４次住宅マスタープラン」や「立川市地域防災計画」と整合を図ります。 

 将来像：にぎわいとやすらぎの交流都市　立川

  都市像：安全で、環境にやさしい快適なまち

政策：環境・安全

施策:防災・災害対策の推進

 個別計画

立川市第４次
住宅マスタープラン

立 川 市 地 域 防 災 計 画

立 川 市 耐 震 改 修 促 進 計 画
令 和 ３ (2021) 年 度 ～ 令 和 12(2030) 年 度

立川市第４次長期総合計画
平成27(2015)年度～令和６(2024)年度

建築物の耐震改修の
促進に関する法律

平成30(2018)年改正

東京都耐震改修
促進計画

平成28(2016)年度～
令和７(2025)年度

 

 

４ 計画期間 

本計画は、令和３（2021）年度から令和 12（2030）年度までの 10 年間を計画期間としま

す。なお、都計画に基づき、特定緊急輸送道路沿道建築物の計画期間は、令和 17（2035）年

度まで、組積造の塀の計画期間は、令和 7（2025）年度までとします。 

計画期間中の社会情勢の変化や計画の実施状況、関連計画の改定等に適切に対応するため、

必要に応じて計画の改定を行います。 
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第２節 地震による被害等 

 

１ 過去の大規模地震 

過去、平成７（1995）年１月の阪神・淡路大震災や、平成 20（2008）年６月の岩手・宮城

内陸地震、平成 28（2016）年４月の熊本地震などの大規模な地震が発生しました。特に、平

成 23（2011）年３月の東日本大震災は日本の観測史上最大のマグニチュード（以下「Ｍ」と

標記する。）9.0 を記録し、東北地方から関東地方に至る太平洋沿岸を中心に多くの人命が

失われるなど、甚大な被害をもたらしました。地震によって引き起こされた大津波による被

害が最も大きいものでしたが、地震の揺れや地盤の液状化により東京都内の建築物にも被害

が生じました。 

東京都内においては、首都直下地震が今後 30 年以内に約 70％の確率で発生すると推定さ

れており、大規模な地震がいつ発生してもおかしくない状況です。 

 

表１ 兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）以降の主な地震の規模と被害の状況 

発生年月日 名称 規模 震度 被害の状況 

平成７（1995）年 
１月 17 日 

兵庫県南部地震 
（阪神・淡路大震災） 

Ｍ7.3 ７ 

死者・行方不明 6,437 人、 
住家全壊 104,906 棟、半壊 144,274 棟、 
一部破損 390,506 棟、 
全焼 7,036 棟、半焼 96 棟 

平成 12（2000）年 
10 月６日 

鳥取県西部地震 Ｍ7.3 ６強 
住家全壊 435 棟、半壊 3,101 棟、 
一部破損 18,544 棟 

平成 15（2003）年 
７月 26 日 

宮城県北部地震 Ｍ6.4 ６強 
住家全壊 1,276 棟、半壊 3,809 棟、 
一部破損 10,976 棟 

平成 16（2004）年 
10 月 23 日 

新潟県中越地震 Ｍ6.8 ７ 
死者 68 人、住家全壊 3,175 棟、 
半壊 13,810 棟、一部破損 105,682 棟、 
建物火災 9 棟 

平成 17（2005）年 
３月 20 日 

福岡県西方沖地震 Ｍ7.0 ６弱 
死者１人、住家全壊 144 棟、 
半壊 353 棟、一部破損 9,338 棟 

平成 19（2007）年 
３月 25 日 

能登半島地震 Ｍ6.9 ６強 
死者１人、住家全壊 686 棟、 
半壊 1,740 棟、一部破損 26,958 棟 

平成 19（2007）年 
７月 16 日 

新潟県中越沖地震 Ｍ6.8 ６強 
死者 15 人、住家全壊 1,331 棟、 
半壊 5,710 棟、一部破損 37,633 棟 

平成 20（2008）年 
６月 14 日 

岩手・宮城内陸地震 Ｍ7.2 ６強 
死者 17 人、行方不明６人、住家全壊 30
棟、半壊 146 棟、一部破損 2,521 棟 

平成 23（2011）年 
３月 11 日 

東北地方太平洋沖地震
（東日本大震災） 

Ｍ9.0 ７ 

死者 19,729 人、行方不明 2,559 人、 
住家全壊 121,996 棟、半壊 282,941 棟、 
一部破損 748,461 棟、火災 330 棟 
（令和２年３月１日時点） 

平成 25（2013）年 
４月 13 日 

淡路島沖地震 Ｍ6.3 ６弱 
住家全壊８棟、半壊 101 棟、 
一部破損 8,305 棟 

平成 28（2016）年 
４月 14 日 

熊本地震 Ｍ7.3 ７ 
死者 273 人、住家全壊 8,667 棟、     
半壊 34,719 棟、一部破損 163,500 棟 
（平成 31 年４月 12 日時点） 

平成 30（2018）年 
６月 1８日 

大阪府北部地震 Ｍ6.1 ６弱 
死者６人、住家全壊 21 棟、        
半壊 483 棟、一部破損 61,266 棟 
（平成 31 年４月１日時点） 

出典：総務省消防庁災害情報（データ追加・更新） 
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２ 過去の大規模地震における被害の特徴 

（１）阪神・淡路大震災や東日本大震災における被害の特徴 

阪神・淡路大震災においては、家屋や家具類等の倒壊による圧死、東日本大震災において

は溺死が、それぞれ最大の死因となっており、地震によって大きな違いがあります。 

 

（２）阪神・淡路大震災における建築物の被害 

死者数のうち約９割が家屋や家具類等の倒壊によるものでした。また、昭和 56（1981）年

以前に建築された旧耐震基準の建築物は、新耐震基準の建築物よりも耐震性能が不足するも

のが多く、多くの建築物で被害が見られました。 

 

0%

倒壊・崩壊 14％

大破 15％

軽微・無被害
34％

中・小破
37％

旧耐震基準の
建築物

100%

80%

60%

40%

20%

軽微・無被害
75％

中・小破
17％

大破 5％

倒壊・崩壊 3％

新耐震基準の
建築物

 

出典：平成７年阪神・淡路大震災建築震災調査委員会中間報告 

図１ 旧耐震基準と新耐震基準の建築物の被害状況 

 

３ 都市型地震である阪神・淡路大震災の特徴的な被害 

建築物の倒壊による道路閉塞や密集市街地における大規模火災といった大都市特有の被害

が発生しました。 

（１）建築物の倒壊による道路閉塞 

建築物の倒壊によって幹線道路が閉塞したことにより、緊急車両の通行が停滞するなど、

消火・救助活動や緊急支援物資の輸送などに大きな支障をきたしました。 

 

（２）密集市街地における大規模火災 

神戸市においては、老朽化した木造住宅などが密集し道路や公園などの都市基盤が十分に

整備されていない密集市街地において、延焼による大規模な市街地火災が発生し、約 7,000

棟の家屋が焼失しました。また、火災による被害のほか、建築物の倒壊により多くの死者が

発生し、道路閉塞と相まって消火・救助活動にも支障をきたしました。
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４ 首都直下地震等による被害想定 

東京都は、平成 24年（2012）４月に東京都防災会議が公表した「首都直下地震等による東

京の被害想定」で、東京湾北部地震（Ｍ7.3）や多摩直下地震（Ｍ7.3）、元禄型関東地震（Ｍ

8.2）、立川断層帯地震（Ｍ7.4）について想定しています。 

 

表２-１ 想定する地震と主な死因等（冬 18時、風速８ｍ/秒） 

想定する地震 規 模 
死者数 

（人） 

負傷者数 

（人） 

建物全壊数 

（棟） 
主な死因 

首

都

直

下 

東京湾北部地震 Ｍ7.3 約 9,700 約 147,600 約 304,300 
建物倒壊：約 56％ 

地震火災：約 42％ 

多摩直下地震 Ｍ7.3 約 4,700 約 101,100 約 139,500 
建物倒壊：約 68％ 

地震火災：約 28％ 

元禄型関東地震 Ｍ8.2 約 5,900 約 108,300 約 184,600 
建物倒壊：約 57％ 

地震火災：約 40％ 

立川断層帯地震 Ｍ7.4 約 2,600  約 31,700  約 85,700 
建物倒壊：約 55％ 

地震火災：約 41％ 

出典：首都直下地震等による東京の被害想定報告書 平成 24（2012）年４月東京都防災会議 

 

本計画が想定する地震は、これらの地震の内、立川市地域防災計画が対象とする本市に最

も影響を及ぼす多摩直下地震と立川断層帯地震とします。 

多摩直下地震及び立川断層帯地震が発生した場合の本市の被害想定は、表２-２のとおり、

それぞれ、冬における地震発生の時刻、風速ごとに建物の全・半壊棟数や焼失棟数、死傷者

数、避難者数、ライフライン支障率、帰宅困難者数などが示されています。 

 

本市の被害想定の概要（冬 18時、風速８m/s） 

●震度６強以上の揺れが、多摩直下地震、立川断層帯地震とも市内全域で発生。 

●建物被害の全・半壊棟数は、多摩直下地震で 4,665 棟、立川断層帯地震で 7,901 棟。 

●火災被害の焼失棟数は、多摩直下地震で 2,881 棟、立川断層帯地震で 4,592 棟。 

●人的被害の揺れや火災等による死者（負傷者）は、多摩直下地震で 126 人（1,629 人）、

立川断層帯地震で 265 人（3,069 人）。
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表２-２ 本市の被害想定 

出典：首都直下地震等による東京の被害想定報告書 

震源 多摩直下地震 立川断層帯地震 

地震の規模 Ｍ7.3 Ｍ7.4 

震度 ６弱（0.6％）～６強（99.4％） ６強（72.2％）～７（27.8％） 

発生時刻 冬 18 時 冬 18 時 

風速 風速８m/秒 風速４m/秒 風速８m/秒 風速４m/秒 

建
物
被
害 

全壊棟数 

ゆれ 木造 1,205 棟 3,232 棟 

非木造  233 棟  556 棟 

液状化    0 棟    0 棟 

急傾斜地崩壊   18 棟   18 棟 

計 1,457 棟 3,806 棟 

半壊棟数 

ゆれ 木造 2,524 棟 2,992 棟 

非木造  637 棟 1,059 棟 

液状化    8 棟    8 棟 

急傾斜地崩壊   38 棟   36 棟 

計 3,208 棟 4,095 棟 

火
災 

被
害 

出火件数 18 件 18 件 26 件 26 件 

焼失棟数 
倒壊建物含む 2,881 棟 2,654 棟 4,592 棟 4,235 棟 

倒壊建物含まず 2,793 棟 2,572 棟 4,221 棟 3,893 棟 

人
的
被
害 

死者 

ゆれ・液状化 62 人 62 人 165 人 165 人 

急傾斜地崩壊 1 人 1 人 

火災 62 人 56 人 98 人 90 人 

ブロック塀等 1 人 1 人 

屋外落下物 0 人 0 人 

計 126 人 120 人 265 人 258 人 

要配慮者の死者 62 人 59 人 130 人 126 人 

負傷者 

ゆれ・液状化 1,345 人 1,345 人 2,596 人 2,596 人 

急傾斜地崩壊 2 人 2 人 

火災 244 人 209 人 414 人 380 人 

ブロック塀等 36 人 51 人 

屋外落下物 2 人 6 人 

計 1,629 人 1,594 人 3,069 人  3,035 人 

避難者数 

避難人口 40,303 人 39,528 人 69,535 人 68,455 人 

避難生活者 26,197 人 25,693 人 45,198 人 44,496 人 

疎開者人口 14,106 人 13,835 人 24,337 人 23,959 人 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

支
障
率 

 

上水道 36.6％ 69.2％ 

下水道 20.5％ 20.9％ 

ガ

ス 

ブロック内全域で SI 値が 60kine 超 41.2％ 0.0％ 

ブロック内 1/3 で SI 値が 60kine 超 100.0％ 100.0％ 

電気 15.4 ％ 15.0 ％ 31.4 ％ 30.7 ％ 

電話（固定） 8.0 ％ 7.4 ％ 12.7 ％ 11.8 ％ 

帰
宅 

困
難
者 

 

立川駅周辺

滞留者 

屋内滞留者 47,507 人 47,507 人 47,507 人 47,507 人 

屋外滞留者 17,239 人 17,239 人 17,239 人 17,239 人 

帰宅困難者 56,735 人 56,735 人 56,735 人 56,735 人 
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第３節 耐震化の必要性 

 

阪神・淡路大震災において、旧耐震基準の建築物を中心に被害が生じ、多くの死傷者が出まし

た。また、建築物の倒壊により幹線道路などが閉塞し、緊急車両の通行が妨げられ、復旧活動の

大きな障害となるとともに、老朽化した木造住宅などが密集し道路や公園などの都市基盤が十分

に整備されていない密集市街地では、細街路の閉塞や火災の延焼が起こり、大都市特有の地震被

害が顕在化しました。 

このため、本市においても、旧耐震基準の建築物の耐震化を着実に図っていく必要があります。

とりわけ、震災時において救急・救命活動や緊急支援物資の輸送などの大動脈となる幹線道路の

沿道建築物や木造住宅が密集している市街地における建築物・ブロック塀等の耐震化は、市民が

安心して暮らせる災害に強いまちの実現に不可欠であることから、早急に進めていく必要があり

ます。 

 

写真 熊本地震で被災した木造住宅 

 

 
写真 特定緊急輸送道路 
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第２章 耐震化の基本的な考え方 

 

第１節 計画対象の建築物 

 

本計画の対象区域は市内全域で、対象とする建築物は、原則として「建築基準法」における新

耐震基準｟昭和 56（1981）年６月１日施行｠導入より前に建築された表３に示す建築物とします。 

表３ 対象建築物 

種 類 内 容 耐震改修促進法上の取扱い 

(1) 住  宅 

●一般住宅 

（戸建住宅・共同住宅） 

●市営住宅 

－ 

(2) 

特 

定 

建 

築 

物 

※ 

特 定 既 存 耐 震  

不 適 格 建 築 物  

●多数の者が利用する一定 

規模以上の建築物 

●耐震改修促進法第 14 条第１項 

第１号及び第２号に定める建築物 

要 緊 急 安 全 確 認  

大 規 模 建 築 物  

●地震に対する安全性を緊急に 

確かめる必要がある大規模な 

建築物 

［耐震診断義務づけ建築物］ 

●耐震改修促進法附則第３条第１項 

(3) 

緊 

急 

輸 

送 

道 

路 

沿 

道 
建 
築 

物 

特定緊急輸送道路 

沿道建築物 

●特定緊急輸送道路に接する 

一定高さを超える建築物 

［耐震診断義務づけ建築物］ 

●耐震改修促進法第７条第１項 

第２号に定める要安全確認計画 

記載建築物 

一般緊急輸送道路 

沿道建築物 

●特定緊急輸送道路以外の 

緊急輸送道路に接する一定 

高さを超える建築物 

●耐震改修促進法第 14 条第 1 項 

第３号に定める特定既存耐震 

不適格建築物 

(4) 防災上重要な市有建築物 

●東京都震災対策条例第 17 条に 

位置づけられている建築物 

（本庁舎、市立小、中学校等） 

●立川市地域防災計画において 

定める二次避難所、福祉 

避難所等 

－ 

(5) 

組
積
造
の
塀 

通 行 障 害 建 築 物  

となる組 積 造 の塀  

●特定緊急輸送道路に接する 

建築物に付属する一定長さ・高さ 

を超える組積造の塀（補強コンク 

リートブロック造の塀を含む。） 

［耐震診断義務づけ建築物］ 

●耐震改修促進法第７条第１項 

第２号に定める要安全確認計画 

記載建築物 

※ 本計画において、耐震改修促進法第 14 条に定める特定既存耐震不適格建築物と用途・規模・要件が

同じすべての建築物を「特定建築物」という。（内容については、10ページ表４を参照） 
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１ 住宅 

地震による住宅の倒壊を防ぐことは、居住者の生命と財産を守るだけではなく、倒壊によ

る道路の閉塞を防ぐことができ円滑な消火活動や避難が可能となり、市街地の防災性向上に

つながります。また、震災による住宅の損傷が軽微であれば、修復により継続して居住する

ことが可能であり、早期の生活再建にも効果的です。このことから、住宅の耐震化を促進す

る必要があります。 

 

２ 特定建築物 

多数の者が利用する一定規模以上の建築物が倒壊した場合、多くの利用者や居住者が被害

を受けるだけでなく、倒壊による道路の閉塞により消火活動や避難に支障をきたす可能性が

あるほか、企業の事業継続が困難になるなど経済活動へも大きな影響があります。このこと

から、着実に耐震化を図る必要があります。 

耐震改修促進法では、不特定多数の者が利用する建築物の内、大規模なものを「要緊急安

全確認大規模建築物」と位置づけ、要安全確認計画記載建築物（特定緊急輸送道路沿道建築

物）と同様に耐震診断の実施を義務づけています。 

また、要緊急安全確認大規模建築物を除く、多数の者が利用する一定規模以上の建築物を

「特定既存耐震不適格建築物」と位置づけています。 

これらの内、10ページ表４に示す建築物を特定建築物として耐震化を促進します。 
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表４ 特定建築物一覧（耐震改修促進法第 14条、第 15条、附則第３条） 

用 途 

特定既存耐震不適格建築物※１ 要緊急安全確認大規模
建築物の規模要件 
（法附則第３条）※３ 

規模要件 
(法第 14 条） 

指示※２対象となる 
規模要件（法第 15 条) 

学校 

小学校、中学校、義務教育学校、中等教育

学校の前期課程又は特別支援学校 

２階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

２階以上かつ 
1,500 ㎡以上 

２階以上かつ 
3,000 ㎡以上 

上記以外の学校 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

  

体育館（一般公共の用に供されるもの） 
１階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

１階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

１階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

ボーリング場、スケート場、水泳場等の運動 
施設 

３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

病院、診療所 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

集会場、公会堂 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

展示場 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

卸売市場 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

  

百貨店、マーケットその他の物品販売業を 
営む店舗 

３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、下宿 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

  

事務所 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

  

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等に 
類するもの 

２階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

２階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

２階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体 
障害者福祉センター等に類するもの 

２階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

２階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

２階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

幼稚園、幼保連携型認定こども園、保育所 
２階以上かつ 
500 ㎡以上 

２階以上かつ 
750 ㎡以上 

２階以上かつ 
1,500 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

遊技場 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

公衆浴場 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

飲食店、キャバレー、料理店等に類するもの 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行等、 
サービス業を営む店舗 

３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場を除く。） 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

  

車両の停車場等で旅客の乗降又は待合の 
用に供するもの 

３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

自動車車庫など自動車の停留又は駐車の 
ための施設 

３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

保健所、税務署など公益上必要な建築物 
３階以上かつ 
1,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
2,000 ㎡以上 

３階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に 
供する建築物 

政令で規定するもの 500 ㎡以上 
１階以上かつ 
5,000 ㎡以上 

※１ 要緊急安全確認大規模建築物の規模要件に該当するものは含まない。また、耐震改修促進法第 14

条第 3号の通行障害建築物は一般緊急輸送道路として別に扱うため、特定建築物からは除く。 

※２ 耐震改修促進法第 15条第 2項に基づく指示 

※３ 耐震改修促進法附則第 3条による耐震診断実施の義務づけ建築物 
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３ 緊急輸送道路沿道建築物 

地震により、緊急輸送道路など防災上重要な道路の沿道建築物が倒壊し、道路閉塞を起こ

した場合、避難や救急・消火活動に大きな支障をきたし、甚大な被害につながる恐れがあり

ます。また、地震発生後の帰宅困難者への対応、緊急支援物資等の輸送や復旧・復興活動も

困難にさせることが懸念されます。 

このため、東京都は、平成 23（2011）年４月『東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐

震化を推進する条例（以下「都耐震化推進条例」という。）』を施行し、緊急輸送道路を指

定し沿道建築物の所有者に耐震診断を義務づけるなど、耐震化を重点的に促進してきました。

令和２（2020）年３月には都計画を改定し、特定緊急輸送道路沿道建築物に係る耐震化の新

たな目標や施策を示し、建築物の所有者への働きかけや支援の拡充を図っています。 

 

（１）緊急輸送道路の指定 

緊急輸送道路は、阪神・淡路大震災での教訓を踏まえ、地震直後から発生する緊急輸送な

どを円滑に行うための道路として、東京都地域防災計画に位置づけられた高速自動車国道、

一般国道及びこれらを連絡する幹線道路と知事が指定する防災拠点とを相互に連絡する道路

です。 

緊急輸送道路の内、応急対策の中枢を担う都庁本庁舎や立川地域防災センター、重要港湾、

空港などを連絡する道路や、その道路と区市町村庁舎などとを連絡する道路として、特に沿

道の建築物の耐震化を図る必要があると認められる道路を「特定緊急輸送道路」、それ以外

の道路を「一般緊急輸送道路」とします。 

市内の特定緊急輸送道路は、五日市街道、芋窪街道、立川通り、新奥多摩街道などの路線

が指定され、一般緊急輸送道路は、北口大通り、南口大通りなどの路線が指定されています。

（14ページ図３参照） 

 

表５ 特定緊急輸送道路と一般緊急輸送道路の定義 

区 分 内  容 

特定緊急輸送道路 
緊急輸送道路の内、特に沿道建築物の耐震化を図る必要があると知事が 

認める道路 

一般緊急輸送道路 特定緊急輸送道路以外の緊急輸送道路 

※ 東京都地域防災計画に位置づけられた緊急輸送道路は、震災時に果たすべき機能に応じて、第一次、

第二次、第三次に分類されている。 

●第一次：応急対策の中枢を担う都本庁舎、立川市地域防災センター、区市町村庁舎、輸送道路管理機

関及び重要港湾、空港等を連絡する輸送道路 ＝ 特定緊急輸送道路 

●第二次：第一次緊急輸送道路と放送機関、自衛隊や警察・消防・医療機関等の主要初動対応機関、ラ

イフライン機関、ヘリコプター災害時臨時離着陸場候補地等を連絡する輸送道路 

●第三次：トラックターミナルや駅等の広域輸送拠点、備蓄倉庫と区市町村の地域内輸送拠点等を連絡

する輸送道路 
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（２）耐震化すべき沿道建築物 

震災時に救急・救命活動や緊急支援物資の輸送など緊急輸送道路としての機能を確保する

ため、緊急輸送道路の沿道建築物のうち、倒壊する危険性が高く、倒壊した場合に道路を閉

塞する可能性が高い建築物を耐震化する必要があります。このことから、図２に示す建築物

の耐震化を推進します。 

また、緊急輸送道路の沿道建築物のうち、特定緊急輸送道路に敷地が接するものを「特定

緊急輸送道路沿道建築物」、一般緊急輸送道路に敷地が接するものを「一般緊急輸送道路沿

道建築物」といいます。 

 

緊急輸送道路に敷地が接する建築物のうち、次の全てに該当する建築物

●新耐震基準｟昭和56（1981）年６月１日施行｠導入より前に建築された建築物

●以下の①又は②の高さを超える建築物

.

 

図２ 沿道建築物の要件 

 

（３）耐震改修促進法上の位置づけ 

耐震改修促進法では、東京都や区市町村が耐震改修促進計画で地震時の建築物の倒壊によ

る通行障害を防ぐべき道路を定め、その沿道建築物の耐震化を促進することとしています。

このため東京都は、特定緊急輸送道路を耐震改修促進法第５条第３項第２号に基づく「建築

物集合地域通過道路等」として位置づけ、同法第７条第１項第２号により特定緊急輸送道路

沿道建築物を「要安全確認計画記載建築物」として耐震診断の実施を義務づけました｟耐震

診断の結果報告の期限は、平成 26（2014）年度末｠。 

また、一般緊急輸送道路を耐震改修促進法第５条第３項第３号に基づく「建築物集合地域

通過道路等を除く地震時の建築物の倒壊による通行障害を防ぐべき道路」として位置づけて

います。 

なお、区市町村は、地域の実情を踏まえ、耐震改修促進法第６条第３項各号に基づき、地

震時の建築物の倒壊による通行障害を防ぐべき道路を指定することができると規定されてい

ます。 
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（４）緊急輸送道路沿道建築物の所有者と占有者の義務等 

都耐震化推進条例では、地震により緊急輸送道路の沿道建築物が倒壊し、緊急輸送道路が

閉塞した場合における被害の影響の広範さに鑑み、沿道建築物の所有者は、自らの社会的責

任を認識して耐震化に努めるものとし、沿道建築物の占有者は、所有者が行う耐震化の実現

に向けて協力するよう努めるものとしています。 

また、特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者と占有者は、耐震改修促進法や都耐震化推進

条例により、表６に示す義務等を負うこととしています。 

 

表６ 緊急輸送道路の沿道建築物の所有者と占有者の義務等 

区 分 内 容 根拠条文 

特定緊急輸送道路沿道

建築物の所有者 

耐震診断を実施し、その結果を知事に報告しなけれ

ばならない。（義務） 

●都耐震化推進条例 

第 10 条第１項、第２項 

耐震診断を実施し、その結果を所管行政庁※１に報

告しなければならない。（義務）※２ 

●耐震改修促進法 

第７条第１項第２号 

耐震診断の結果、地震に対する安全性の基準に適

合しない場合、耐震改修等を実施するよう努めなけ

ればならない。（努力義務） 

●都耐震化推進条例 

第 10 条第３項 

●耐震改修促進法第 11 条 

占有者に対し、地震に対する安全性の基準に適合し

ない旨を通知するよう努めなければならない。（努力

義務） 

●都耐震化推進条例 

第 10 条第４項 

占有者に対し、耐震改修等の実現に向けた協力を

求めるよう努めなければならない。（努力義務） 

●都耐震化推進条例 

第 10 条第５項 

特定緊急輸送道路沿道

建築物の占有者 

所有者が行う耐震改修等の実現に向けて協力する

よう努めなければならない。（努力義務） 

●都耐震化推進条例 

第 14 条の２第２項 

一般緊急輸送道路沿道

建築物の所有者 
耐震化に努めなければならない。（努力義務） 

●都耐震化推進条例 

第５条 

●耐震改修促進法 

第 14 条第１項第３号 

※１ 耐震改修促進法第２条第３項の規定により建築主事を置く市町村の長をいう。本市は立川市長が 

所管行政庁。 

※２ 耐震診断の結果の報告期限は平成 26（2014）年度末。 
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図３ 特定緊急輸送道路及び一般緊急輸送道路 
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４ 防災上重要な市有建築物 

市有建築物は、多くの市民に利用され、災害時の活動拠点や避難施設などとして重要な役

割を担っています。また、市有建築物を耐震化することは、民間建築物の耐震化を進めてい

く上で先導的な役割を果たします。このため、東京都震災対策条例第 17条に位置づけられた

防災上特に重要な建築物や特定建築物の要件を満たす建築物その他の防災上重要な建築物に

ついて、率先して耐震化を図っていく必要があります。 

 

５ 組積造の塀 

危険なブロック塀等を放置し、地震により倒壊してしまった場合、通行人が被害を受ける

とともに、倒壊による道路の閉塞により避難や救急・消火活動に支障をきたす恐れがあるこ

とから、ブロック塀等の耐震化を促進していきます。 

（１）通行障害建築物となる組積造の塀 

耐震改修促進法では、東京都や区市町村が耐震改修促進計画で地震時の建築物の倒壊によ

る通行障害を防ぐべき道路を定め、その沿道建築物の耐震化を促進することとしており、平

成 30（2018）年の耐震改修促進法施行令等の改正により、建築物に附属する組積造の塀が通

行障害建築物に追加されました。また、地域の実情に応じて、対象となる塀の長さと高さの

下限値を定められることとなりました。 

このため、東京都は耐震改修促進法第５条第３項第２号に基づき「建築物集合地域通過道

路等」に位置づけている特定緊急輸送道路に面する組積造の塀の内、長さ８mを超え、かつ、

その前面道路に面する部分のいずれかの高さが、当該部分から当該前面道路の境界線までの

水平距離に当該前面道路の幅員の２分の１に相当する距離を加えた数値を 2.5 で除して得た

数値を超えるブロック塀等であって、建築物に附属するもの（以下「通行障害建築物となる

組積造の塀」という。）を要安全確認計画記載建築物として令和２年４月１日から耐震診断

の実施を義務づけています｟耐震診断の結果報告の期限は、令和３（2021）年度末｠。これ

は、広域自治体である東京都の役割が、主要路線である特定緊急輸送道路の通行機能を確保

することであるためです。区市町村は、地域の実情を踏まえ、耐震改修促進法第６条第３項

各号に基づき、通行障害を防ぐべき道路を指定し、必要な場合は、対象となる塀の長さと高

さの下限値についても別途規定できるとしています。 

 

特定緊急輸送道路に接する建物に附属する組積造の塀のうち、次の全てに該当する塀

●新耐震基準｟昭和56（1981）年６月１日施行｠導入より前に建築された塀

●長さが８ｍを超える塀

●高さが塀から道路中心線までの距離を2.5で除して得た数値を超える塀

道路境界 道路境界

塀の高さＨ

1

Ｈ＞
2.5

L/2＋ｄ

前面道路幅員Ｌ

Ｌ/２Ｌ/２

2.5

のとき、高さ要件に該当

前面道路境界線までの
水平距離ｄ  

図４ 通行障害建築物となる組積造の塀の要件 
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（２）耐震改修促進法施行令等の改正による既存ブロック塀等の耐震診断の義務づけ 

●耐震改修促進法施行令等改正の趣旨、概要 

大阪府北部地震におけるブロック塀等の倒壊被害を踏まえ、ブロック塀等の倒壊による通

行被害を防止するため、耐震改修促進法施行令｟平成７（1995）年政令 429 号｠第４条の通

行障害建築物に、建築物に附属する組積造の塀が追加されました。これに伴い、建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針｟平成 18（2006）年国土交通省告示第

184 号｠等の改正が行われました。 

 

●耐震診断が義務づけとなる組積造の塀の要件 

前面道路に面する部分の長さが 25ｍ※１を超え、かつ、その前面道路に面する部分のいず

れかの高さが、当該部分から当該前面道路の境界線までの水平距離に当該前面道路の幅員の

２分の１に相当する距離※２を加えた数値を 2.5 で除して得た数値を超えるブロック塀等で

あって、建築物に附属するもの。 

 

道路境界 道路境界

のとき、高さ要件に該当

前面道路境界線ま
での水平距離ｄ

1

塀の高さＨ Ｈ＞
2.5

L/2＋ｄ

前面道路幅員Ｌ

Ｌ/２Ｌ/２

2.5

 

図５ 塀の高さの要件 

 

※１ 地形、道路の構造その他の状況によりこの長さとすることが不適当である場合、８ｍ以上 25ｍ未満

の範囲において、都道府県知事又は市町村長が規則で定めることができる。 

※２ 地形、道路の構造その他の状況によりこの距離とすることが不適当である場合、２ｍ以上（高さ２

÷2.5＝0.8ｍ以上）の範囲において、都道府県知事又は市町村長が規則で定めることができる。 
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第２節 耐震化の現状と課題 

 

１ 住宅 

（１）一般住宅（戸建住宅、共同住宅） 

① これまでの取組 

●令和２（2020）年度末の耐震化率 95％を目標として、耐震化に取り組んできました。 

●昭和 56（1981）年以前に建築された旧耐震基準の民間木造住宅について、市ホームペ

ージや広報、パンフレットの活用、無料の簡易耐震診断、耐震アドバイザーの派遣、

戸別訪問により耐震化の普及啓発を図るとともに、耐震診断及び耐震改修費の２分の

１を助成するなど、国や東京都の補助制度を活用した財政支援を行ってきました。ま

た、令和２（2020）年４月に「立川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム」を

策定（36,37 ページ参照）し、耐震化に関する緊急的な取組を実施しました。 

 

② 現状 

●令和２（2020）年１月１日時点で、本市の固定資産課税（補充）台帳を基に算定した

住宅数は 37,252 棟あり、その内 30,461 棟が耐震性を満たしていると見込まれ、耐震

化率は 81.8％となっています。 

●構造別にみると、木造は 29,870 棟の内 23,773 棟が耐震性を満たしていると見込まれ

耐震化率は 79.6％となっています。非木造では 7,382 棟の内 6,688 棟が耐震性を満た

していると見込まれ、耐震化率は 90.6％となっています。 

●本市の耐震診断助成を受けた木造住宅 130 棟のうち、耐震改修等助成を受けて耐震化

された住宅は 45棟で、実施率は 34.6％となっています。 

表７ 住宅の耐震化の現状              （単位：棟） 

住 宅 昭和 56 年以前

の住宅（ａ） 

昭和 57 年以降

の住宅（ｂ） 

住宅数 

（ａ+ｂ＝ｃ） 

耐震性を満たす

住宅数（ｄ） 

耐震化率 

（ｄ／ｃ） 構造 種 別 

木 

造 

戸建住宅 8,234  20,014  28,248  22,498  79.6 ％ 

共同住宅 400  1,222  1,622  1,275   78.6 ％ 

計 8,634  21,236  29,870  23,773  79.6 ％ 

非木造 1,298  6,084  7,382  6,688  90.6 ％ 

合 計 9,932  27,320  37,252  30,461  81.8 ％ 

※ 令和２（2020）年１月１日時点の推計値（東京都の耐震化率の推計方法に準じて算定した推計値） 

※ 非木造は、戸建住宅・共同住宅の総数で賃貸共同住宅を含む。 

 

表８ 民間住宅耐震化推進事業の現状           （単位：棟） 

対象住宅 耐震診断助成  耐震改修等助成 耐震改修実施率 

昭和 56年以前に建築された 

旧耐震基準の木造住宅 
130  45  34.6 ％ 

※ 平成 20（2008）年度から平成 31（2019）年度末までの助成累計数 
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③ 課題 

●平成 27（2015）年改正の前計画では、平成 26（2014）年調査時点の耐震化率 70.7％

を、令和２（2020）年度末までに 95％以上とする目標を定めましたが、令和２（2020）

年１月１日時点では 81.8％であり、５年間で 11.1 ポイントの上昇にとどまっていま

す。 

●本市の助成制度を利用して耐震診断を実施した民間住宅 130 棟の診断結果は、全て耐

震性が不足すると判定されていますが、この内耐震改修が実施された住宅は 45 棟で、

実施率は 34.6％にとどまり耐震化が進んでいない状況です。所有者等への啓発や支援、

指導・助言など、さまざまな角度から耐震化を促進する必要があります。 

●自然更新を加味した耐震性を満たす住宅数について、前計画では令和２（2020）年度

時点で 30,938 棟と想定しましたが、本計画では、令和２（2020）年１月１日時点で

30,461 棟と推計され、想定した自然更新より耐震化のペースが鈍化しています。 

●非木造住宅の耐震化については、普及啓発と耐震診断や耐震改修等に係る財政的な支

援を検討する必要があります。 

●共同住宅は戸建て住宅に比べ規模が大きく、地震により倒壊した場合に道路閉塞を引

き起こすなど、周辺地域に大きな影響を及ぼします。特に分譲マンションの再建は合

意形成の難しさから困難を伴います。このため、管理不全の分譲マンションに、管理

組合の適正な運営や耐震化への取組を促す必要があります。 

●住宅の耐震化を進めるためには、所有者自らが主体的に取り組むべき問題であるとい

う意識を持ってもらうことが不可欠です。普及啓発に力を入れるとともに、相談体制

や情報提供の充実を図り、耐震化の向上につなげていく必要があります。 

 

（２）市営住宅 

① これまでの取組 

●令和２（2020）年度末の耐震化率 100％を目標に、耐震化に取り組んできました。 

●平成 27（2015）年度に昭和 56（1981）年以前に建築された旧耐震基準の市営住宅２棟

を解体しました。 

 

② 現状 

●令和２（2020）年３月末時点で、市営住宅は 21棟あり、これらは新耐震基準で建築さ

れており、耐震化率 100％の目標を達成しています。 

表９ 市営住宅の耐震化の現状 

市営住宅 昭和 56 年以前

の住宅（ａ） 

昭和 57 年以降

の住宅（ｂ） 

住宅数 

（ａ+ｂ＝ｃ） 

耐震性を満た

す住宅数（ｄ） 

耐震化率 

（ｄ／ｃ） 種 別 

市営住宅 
棟 0  21  21  21  100 ％ 

戸 0  465  465  465  100 ％ 
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２ 特定建築物 

① これまでの取組 

●令和２（2020）年度末の耐震化率 95％を目標として、耐震化に取り組んできました。 

●要緊急安全確認大規模建築物については、耐震改修促進法で平成 27（2018）年 12 月

末を期限に耐震診断の実施とその報告が義務づけられており、建築物の所有者に診断

の実施を働きかけました。 

 

② 現状 

●令和２（2020）年３月末時点で、特定建築物定期調査報告により把握した特定建築物

は 210 棟あり、その内 197 棟が耐震性を満たしており、耐震化率は 93.8％となってい

ます。 

●防災上特に重要な建築物の耐震化率は 100％、要配慮者が利用する建築物の耐震化率

は 96.9％、不特定多数の者が利用する建築物の耐震化率は 90.1％となっています。 

●要緊急安全確認大規模建築物は 7 棟あり、すべて耐震化が完了しており、耐震化率

100％を達成しています。 

 

表 10 特定建築物の耐震化の現状            （単位：棟） 

特定建築物 昭和 56 年以前

の建築物（ａ） 

昭和 57 年以降

の建築物（ｂ） 

建築物数 

（ａ+ｂ＝ｃ） 

耐震性を満た

す建築物数（ｄ） 

耐震化率 

（ｄ／ｃ） 種 別 

防災上特に重要な建築物 

（学校、病院等） 
６ 17 23 23 100 ％ 

要配慮者が利用する建築

物（社会福祉施設等） 
３ 29 32 31 96.9 ％ 

不特定多数の者が利用す

る建築物（百貨店、 

ホテル、劇場等） 

７ 64 71 64 90.1 ％ 

その他の建築物 ５ 79 84 79 94.0 ％ 

合  計 21 189 210 197 93.8 ％ 

 

表 11 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の現状        （単位：棟） 

種 別 建築物総数（ａ） 診断済み（ｂ） 
診断実施率 

（ｂ／ａ） 

耐震性を満た

す建築物数（ｃ） 

耐震化率 

（ｃ／ａ） 

要緊急安全確認大規模 

建築物 
７ ７ 100 ％ ７ 100 ％ 

 

③ 課題 

●平成 26（2014）年の前計画の調査時点から令和２（2020）年３月末までの６年間で耐

震化率は、91.4％から 93.8％となり、2.4 ポイント向上しているものの、多数の者が

利用する建築物が倒壊した場合の影響を踏まえ、今後も耐震化を促進する必要があり

ます。 

●特定建築物の実態は、不特定多数の者が利用する一定規模以上の特定建築物定期調査

報告により把握した建築物であり、未報告建築物の実態把握が課題です。 
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３ 緊急輸送道路沿道建築物 

（１）特定緊急輸送道路沿道建築物 

① これまでの取組 

●平成 27（2015）年度末の耐震化率 100％を目標として耐震化に取り組んできました。 

●パンフレットの活用、戸別訪問等により耐震化の普及啓発を図るとともに、耐震診断

及び耐震改修等を促進するため、耐震診断は原則として自己負担なし、耐震改修等は

対象事業費の６分の５を助成するなど、国や東京都の補助制度を活用した財政支援を

行ってきました。 

●耐震改修促進法に基づき、平成 30（2018）年３月に耐震診断未実施の建築物について

は、所在地や名称などを公表し診断実施を働きかけ、耐震診断実施済みの建築物につ

いては、耐震診断結果の公表を行い、所有者の耐震改修等に対する自発的な取組を促

しました。 

 

② 現状 

●令和２（2020）年３月末時点で、市内の特定緊急輸送道路沿道建築物は 350 棟あり、

その内 307 棟が耐震性を満たしており、耐震化率は 87.7％となっています。 

●耐震改修促進法及び都耐震化推進条例により耐震診断が義務づけられた市内の特定緊

急輸送道路沿道建築物は 88 棟あり、その内 85 棟が耐震診断を終了しており、診断実

施率は 96.6％となっています。この内 45 棟が耐震化され、耐震化率は 51.1％となっ

ています。 

 

表 12 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の現状       （単位：棟） 

種 別 
昭和 56 年以前

の建築物（ａ） 

昭和 57 年以降

の建築物（ｂ） 

建築物数 

（ａ+ｂ＝ｃ） 

耐震性を満たす

建築物数（ｄ） 

耐震化率 

（ｄ／ｃ） 

特定緊急輸送道路

沿道建築物 
88 262 350 30７ 87.7％ 

 

表 13 耐震診断義務づけ特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の現状    （単位：棟） 

種 別 
昭和 56 年以前

の建築物（ａ） 
診断済み（ｂ） 

診断実施率 

（ｂ／ａ） 

耐震性を満たす

建築物数（ｃ） 

耐震化率 

（ｃ／ａ） 

特定緊急輸送道路

沿道建築物 
88 85 96.6％ 45 51.1％ 

 

➂ 課題 

●全ての特定緊急輸送道路沿建築物で耐震診断や耐震改修等が実施されるよう、引き続

き、建築物の所有者への働きかけなど、集中的に取り組む必要があります。 

●耐震診断が義務づけられた沿道建築物の内、3.4％で耐震診断が実施されず、48.9％の

沿道建築物が耐震化されていません。全ての建築物で診断が実施され、各建築物の状

況に応じて、法令に基づく指導や指示、報告命令等を通じて耐震化を促進するととも

に、建築物の所有者への啓発や支援、指導・助言など、東京都と連携してさまざまな

角度から改修等の実施を促す必要があります。 
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（２）一般緊急輸送道路沿道建築物 

① これまでの取組 

●前計画では、一般緊急輸送道路沿道建築物は、特定建築物の特定既存耐震不適格建築

物に位置づけ、令和２（2020）年度末の耐震化率 95％を目標として耐震化に取り組ん

できました。 

●都計画で指定された一般緊急輸送道路の内、立川駅周辺の市道 1級 21号線（北口大通

り）、都道 149 号立川・日野線（南口大通り）、市道１級５号線（すずらん通り・や

すらぎ通り）の３路線（以下「立川駅周辺３路線」という。）を、立川駅前の帰宅困

難者等による滞留者対策を第一義と考え、特定緊急輸送道路と同様に、沿道建築物の

耐震化を促進するため、耐震診断は原則として自己負担なし、耐震改修等は対象事業

費の６分の５を助成するなど、国や東京都の補助制度を活用して特定緊急輸送道路と

同等の支援を行ってきました。 

 

② 現状 

●令和２（2020）年３月末時点で、立川駅周辺３路線の沿道建築物は、概ね 180 棟あり、

その内 164 棟が耐震性を満たしており、耐震化率は 91.1％となっています。 

●立川駅周辺３路線の沿道建築物の内、昭和 56（1981）年以前の建築物は 28 棟あり、

17 棟（60.7％）が耐震診断を終了し、12 棟が耐震化され、耐震化率は 42.9％となっ

ています。 

 

表 14 立川駅周辺３路線沿道建築物の耐震化の現状          （単位：棟） 

種 別 
昭和 56 年以前

の建築物（ａ） 

昭和 57 年以降

の建築物（ｂ） 

建築物数 

（ｃ） 

耐震性を満たす

建築物数（ｄ） 

耐震化率 

（ｄ／ｃ） 

立川駅周辺３路線 

沿道建築物 
28 152 180 164 91.1％ 

 

表 15 立川駅周辺３路線沿道建築物（昭和 56年以前の建築物）の耐震化の現状  （単位：棟） 

種 別 
昭和 56 年以前

の建築物（ａ） 
診断済み（ｂ） 

診断実施率 

（ｂ／ａ） 

耐震性を満たす

建築物数（ｃ） 

耐震化率 

（ｃ／ａ） 

立川駅周辺３路線 

沿道建築物 
28 17 60.7％ 12 42.9％ 

 

➂ 課題 

●一般緊急輸送道路沿道建築物については、特定緊急輸送道路沿道建築物と異なり、耐

震化状況の報告を義務づけていないため、沿道建築物の棟数、正確な耐震化率や建築

物ごとの進捗状況が把握できていません。耐震化を促進するためには、沿道建築物の

耐震化状況を個々に把握するための方法を検討する必要があります。 

●立川駅周辺３路線沿道建築物の 60.7％で耐震診断が実施されていますが、耐震化率は

42.9％にとどまり、57.1％の建築物が耐震化されていません。このことから、建築物

の所有者等への啓発や支援をはじめ、指導・助言や耐震改修促進法に基づく公表の検

討など、さまざまな角度から耐震化を促進する必要があります。 
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４ 防災上重要な市有建築物 

① これまでの取組 

●令和２（2020）年度末の耐震化率 100％を目標として耐震化に取り組んできました。 

●市内の主な施設は、立川市公共施設保全計画に基づき施設の改修を行ってきましたが、

現在は、当該計画は保留とし、施設の改修等は、公共施設再編個別計画により取り組

むこととしています。 

 

② 現状 

●令和２（2020）年３月末時点で、市内の防災上重要な市有建築物は 96施設あり、その

内 94施設が耐震性を満たしており、耐震化率は 97.9％となっています。 

●内訳をみると、東京都震災対策条例 17条に位置づけられている建築物の内、災害時に

拠点、避難所となる本庁舎、市立小・中学校等は 30施設あり、すべての施設で耐震性

を満たしており、耐震化率は 100％となっています。また、市地域防災計画に防災上

重要な施設として位置づけられている二次避難所、福祉避難所等は 66施設あり、その

内 64施設で必要な耐震性を満たしており、耐震化率は 97.0％となっています。 

●耐震性が不十分な２施設は、立川競輪場と錦町下水処理場です。２施設とも保全計画

や公共施設再編個別計画の対象になっていませんが、立川競輪場は施設改修工事（第

２期）により、錦町下水処理場は流域下水道編入後に、耐震性を満たす予定です。 

 

表 16 防災上重要な市有建築物の耐震化の現状        （単位：施設） 

防災上重要な市有建築物 
昭和 56 年以前

の建築物（ａ） 

昭和 57 年以降

の建築物（ｂ） 

建築物数 

（ａ+ｂ＝ｃ） 

耐震性を満た

す建築物数(ｄ) 

耐震化率 

（ｄ／ｃ） 

東京都震災対策条例第 17 条に

位置づけられている建築物の

内、本庁舎、市立小・中学校等 

27 ３ 30 30 100.0％ 

市地域防災計画において防災

上重要な施設として位置づけら

れている市有建築物（二次避難

所、福祉避難所等） 

22 44 66 64 97.0％ 

合  計 49 47 96 94 97.9％ 

※ 昭和 56（1981）年以前の建築物で耐震診断未実施のものについては、耐震性を満たさないものとし

て推計 

※ 市立小中学校は、校舎・体育館等すべての棟の耐震化が完了している小中学校を１施設として計上 

 

➂ 課題 

●防災上重要な市有建築物は、多数の市民に利用されること、災害時の活動拠点などに

利用されること、さらに民間建築物の耐震化を先導する役割を担うことから、速やか

にすべての建築物の耐震化を完了させる必要があります。 
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５ 組積造の塀 

① これまでの取組 

●平成 30（2018）年６月の大阪府北部地震によるブロック塀等の倒壊を受け、組積造の

塀の所有者に対して、安全点検チェックポイントの活用による安全点検の実施等につ

いて、普及啓発に努めてきました。 

●平成 31（2019）年１月から道路等に面するブロック塀等撤去工事に要した費用の全部

または一部を助成するなど、国や東京都の補助制度を活用して財政支援を行ってきま

した。 

 

② 現状 

●大阪府北部地震によるブロック塀等の倒壊被害を踏まえ、ブロック塀等の倒壊による

通行障害の防止のため、耐震改修促進法施行令等の改正が行われました。 

 

➂ 課題 

●耐震改修促進法施行令等の改正も踏まえ、ブロック塀等の除却、安全な塀への建替え

等を促進していく必要があります。 
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第３節 耐震化の目標 

 

１ 基本理念 

 

市民が安心して暮らせる災害に強いまちの実現 

 

２ 耐震化の目標 

建築物の種類ごとの目標は表 17のとおりとします。 

 

表 17 耐震化率の現状と目標 

令和12
（2030）
年度

組積造の塀
（通行障害建築物となる

組積造の塀）

建築物の種類 現　状

令和３
（2021）
年度

～

防災上重要な
市有建築物（施設）

令和２
（2020）年
３月末

令和２
（2020）年
1月１日

81.8%

令和２
（2020）年
３月末

100%

特定建築物
令和２

（2020）年
３月末

93.8%

住
　
宅

一般住宅
（戸建住宅・長屋
住宅・共同住宅）

市営住宅

特定緊急輸送道路
沿道建築物

一般緊急輸送道路
沿道建築物

（立川駅周辺３路線）

緊
急
輸
送
道
路

沿
道
建
築
物

97.9%

～
令和７
（2025）
年度

令和８
（2026）
年度

（目標達成）

令和２
（2020）年
３月末

87.7%

令和２
（2020）年
３月末

91.1%

耐震性が不十分な

住宅を概ね解消

100％

総合到達率99％、かつ、区間

到達率95％未満の解消

（できるだけ早期に達成）

※１ 100％

※２ 100％

100％

耐震性が不十分なものを

概ね解消

95％

（できるだけ早期に達成）100％

 

※１ 令和 17（2035）年度に総合到達率 100％を目標（耐震化率 100％相当） 

※２ 令和７（2025）年度以降に耐震化率 100％を目標 
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３ 目標設定の考え方 

（１）住宅 

耐震改修促進法に基づく国の耐震改修の基本的な方針及び都計画で示された目標に則し、

令和７（2025）年度末までに耐震性が不十分な住宅を概ね解消することを目指します。 

 

住　　宅

木造住宅 木造住宅

非木造住宅 非木造住宅

推計の手順

耐震診断・耐震改修等の助成

事業

普及啓発や情報提供

住宅所有者への指導、助言等

関係機関との連携

※3 都計画に準じて推計した割合

0

（棟）

40,000

35,000

30,000

耐震性あり
34,642棟

耐震性不十分

6,201棟

耐震性あり
34,642棟

（84.8％）

令和2（2020）年度

（現状）

８１.８％ ８４.８％

●

●

●

全住宅数
37,252棟

全住宅数
40,843棟

全住宅数
40,843棟

令和7（2025）年度

（これまでのペース）

令和7（2025）年度

（目標）

固定資産課税台帳等の数値を基

に都計画に準じて算出した推計

値

 Step１

 Step２

 Step３

昭和56（1981）年以前の住宅のうち耐震性を満たす
住宅の棟数を推計｟昭和56（1981）年以前の住宅数
×耐震性を満たす住宅の割合｠※3

耐震化促進のための施策等

●

25,000

5,000

～

耐震性不十分

6,791棟

耐震性あり
30,461棟

（81.8％）

【目標】
概ね解消

※2 都計画のこれまでのペース

（上昇率）を準用して算出し

た場合の推計値

【目　標】
令和７（2025）年度末

耐震性が不十分な住宅を
概ね解消

固定資産課税台帳等から住宅の棟数、都計画の
耐震化率の傾向変動から昭和56（1981）年以前の
住宅の残存数や耐震化を行う棟数を推計

耐震化率を推計

耐震性不十分

計画の実施効果

【令和７(2025)年度の耐震化率※2】【令和２(2020)年度の耐震化率※1】

※1

 

図６ 住宅の目標設定の考え方 
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（２）特定建築物 

耐震改修促進法に基づく国の耐震改修の基本的な方針及び都計画で示された目標に則し、

令和７（2025）年度末までに耐震化率を 100％にすることを目標とします。 

 

特定建築物

推計の手順

 ●防災上特に重要な建築物

（学校、病院等）

 ●要配慮者が利用する建築物

（社会福祉施設等）

 ●不特定多数の者が利用する

建築物

（百貨店、ホテル、劇場等）

 ●その他の建築物

令和２（2020）年度

（現状）
令和7（2025）年度

（これまでのペース）

0

～

全建築物数

210棟

耐震性あり
197棟

（93.8％）

150

全建築物数

218棟

200

250

建築基準法に基づく特定建築物定期調査報告結果を基に、
昭和56(1981)年以前の建築物（耐震診断済み、耐震診断
未実施、耐震改修済み）と昭和57(1982)年以降の建築物の
棟数とを区分

令和７(2025)年度末の建築物数及び耐震性を満たす棟数を、
現状の棟数に都計画のこれまでのペース（上昇率）を
乗じて算出

耐震化率を推計

耐震化率目標
令和7（2025）年度末

１００％

 Step１

 Step２

 Step３

【令和7（2025）年度末の
耐震化率※2】  ９８．６％

 【令和２（2020）年度末の
耐震化率※1】 ９３.８％

（棟）

耐震性不十分
13棟

特殊建築物等定期調査報告の数値

を基に算出した値

※1 都計画のこれまでのペース

（上昇率）を準用して算出した

推計値

※2

耐震化促進のための施策等

　　●耐震化の必要性や責務等について周知・啓発

　　●関係機関と連携し、計画的な耐震化の促進

　　●関係団体と連携し耐震化に向けた相談、助言等

【目標】
100％

令和7（2025）年度

（目標）

全建築物数

218棟

耐震性あり
215棟

（98.6％）

耐震性あり
215棟

（98.6％）

耐震性不十分３棟

目標達成の

ために耐震化

を図る必要が

ある建築物数

3棟（1.4%）

 

図７ 特定建築物の目標設定の考え方 
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（３）緊急輸送道路沿道建築物 

① 特定緊急輸送道路沿道建築物 

令和２（2020）年３月に改定した都計画では、特定緊急輸送道路沿道建築物の目標設定

の考え方が以下のように示されたため、本計画においても整合を図ります。（以下、31ペ

ージまで都計画から抜粋）。 

●特定緊急輸送道路は、震災時において救急・救命活動や緊急支援物資の輸送などの大

動脈となる道路です。その沿道建築物の倒壊による道路閉塞を防ぎ、広域的な道路ネ

ットワーク機能を確保することは、災害に強い都市を実現するうえで不可欠です。 

●今までは、耐震化率を指標として目標設定を行ってきましたが、今後は、特定緊急輸

送道路の通行機能を的確に表せる以下の指標を用いて、目標設定を行います。 

区間到達率：都県境入口からある区間に到達できる確率 

総合到達率：区間到達率の平均値 

なお、各指標の詳細な説明は、28ページから 31ページに記載しています。 

●特定緊急輸送道路全体を見ると、区間到達率の低い区間が存在しています。今後、任

意の地点に到達できるようにするためには、特に倒壊の危険性が高い建築物（Is値が

0.3 未満相当の建築物）への対策が必要です。 

●このため、特に倒壊の危険性が高い建築物（Is値が 0.3 未満相当の建築物）の耐震改

修等を段階的な改修等により促進し、特定緊急輸送道路の通行機能を早期に改善しま

す。 

●新たな指標を用いたシミュレーションから、必要な通行機能が概ね確保できる水準と

して、総合到達率を 99％以上とし、かつ、区間到達率 95％未満の区間を解消すること

を令和 7年度末までの目標とします。 

●さらに、必要な通行機能が確保できる水準として、耐震化率 100％に相当する総合到

達率 100％とすることを最終目標としますが、目標年次は、段階的な耐震改修の最終

完了まで 10年程度の期間が想定されることから、令和 17年度末までとします。 

 

② 一般緊急輸送道路沿道建築物（立川駅周辺３路線） 

●特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化による震災時の道路機能の確保に併せ、一般緊

急輸送道路の機能を向上させることは、災害に強いまちを実現するうえで有効です。

このため、震災時に立川駅周辺に発生が予想される多くの滞留者を、沿道にある防災

拠点に概ね到達できる状況を目指し、令和２（2020）年３月末時点の現状をもとに、

令和７（2025）年度末までに耐震化率 95％以上に、令和７（2025）年度以降、100％

にすることを目標とします。 
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（都計画の抜粋） 
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（都計画の抜粋） 
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（都計画の抜粋） 
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（都計画の抜粋） 
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（４）防災上重要な市有建築物 

●令和２（2020）年３月末時点の耐震化率は 97.9％となっています。多数の市民に利用

されることや、災害時の活動拠点、避難施設として活用されること、さらに、民間建

築物の耐震化を先導する役割を担うことから、できる限り早期に耐震化率 100％を目

指します。 

 

（５）組積造の塀 

●耐震改修促進法に基づき、国土交通大臣が定める建築物の耐震診断及び耐震改修の促

進を図るための基本的な方針及び都計画で示された目標に則し、令和７（2025）年度

末までに耐震性が不十分な通行障害建築物となる組積造の塀を概ね解消することを目

指します。 

 

第４節 耐震化促進の基本方針 

 

１ 建築物の所有者の主体的な取組 

●建築物の耐震化は、自助・共助・公助の原則を踏まえ、建築物の所有者自らが取り組むべ

き問題であり、かつ、地域の問題であることを認識し、主体的に取り組むことが不可欠で

す。 

●建築物の所有者は、地震による建築物の被害や損傷を防ぎ、生命と財産を守ることはもと

より、建築物の倒壊による道路閉塞や出火の発生が地域の安全性に重大な影響を与える可

能性があることを十分に認識し、耐震化に取り組む必要があります。 

 

２ 本市の責務 

●本市は、建築物の所有者が主体的に耐震化に取り組むことができるよう、相談体制の整備

や情報提供などを通じて技術的支援を行うとともに、国や東京都の補助制度を活用した財

政的な支援を行います。 

●本市は、耐震診断や耐震改修等を促進するため、必要に応じて耐震改修促進法に基づく助

言や指導等を行います。 

 

３ 関係機関との連携 

●本市は、基礎的自治体として地域住民の生命と財産を保護する取組を含め、地域の実情に

応じた施策を推進するとともに、東京都と連携した耐震化の取組を進めます。 

●建築関係団体などの関係機関が持つ専門的知見やネットワークなどを活用し、東京都と連

携を図りながら、本計画の施策に取り組みます。 

●耐震化の社会的な機運を高めていくため、民間を含む関係団体等と行政が一体となって取

り組みます。  
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第３章 耐震化の促進施策 

 

第１節 建築物の耐震化の重点施策 

 

１ 住宅 

耐震化の目標 

令和７（2025）年度末までに耐震性が不十分な住宅を概ね解消することを目指します。 

基本方針 

住宅の耐震化を進めていくためには、自助・共助・公助の原則を踏まえ、住宅の所有者自ら

が主体的に耐震化に取り組む必要があるため、国や東京都の補助制度を活用するとともに、国

や東京都、関係団体等と連携し、所有者の耐震化の取組を支援します。 

また、立川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（36,37 ページ参照）に基づく耐震

化に関する緊急的な取組を引き続き実施します。 

 

【木造住宅】 

木造住宅は、倒壊による人的被害や火災の延焼による人的、経済的被害の大きな原因にな

ることから、戸別訪問、無料の簡易耐震診断、パンフレット等を活用した耐震化の普及啓発

や国や東京都の補助制度を活用した耐震診断や耐震改修等に係る財政支援、アドバイザー派

遣による技術的支援を引き続き行います。 

【非木造住宅】 

木造住宅は地震により大規模な市街地火災が発生する恐れが高く、住宅が倒壊し道路閉塞

などの発生により消火活動や避難が困難になることから、先行して財政的な支援を行ってき

ました。一方、非木造住宅、特に分譲マンションの耐震化に取り組む必要もあることから、

管理組合の適正な運営や耐震化の普及啓発、国や東京都の補助制度を活用した耐震診断、耐

震改修等に係る財政的な支援について検討します。 

耐震化に向けた取組 

【木造住宅】 

① 耐震化の普及啓発 

●住宅の所有者が主体的に耐震化に取り組むことができるよう、耐震化の重要性や耐震診

断の必要性、立川市木造住宅耐震化助成制度について普及啓発を行います。 

●簡易耐震診断を無料で実施します。 

●昭和 56（1981）年５月 31 日以前に建設された旧耐震住宅を直接訪問する戸別訪問を実

施します。 

●耐震性が不十分と判定され、耐震改修が行われていない住宅の所有者に対して、アドバ

イザー派遣による技術的な支援を実施します。 

●立川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラムに基づき、毎年度耐震化促進事業の具

体的な取組と支援目標を設定し、その実施・達成状況を把握、検証及び公表して対策を

進めます。 



 - 34 - 

② さまざまな機会をとらえた耐震化の促進 

●リフォーム工事やバリアフリー工事などの機会に合わせて耐震改修工事を行うことによ

り、工事費や工期、手間などの負担軽減を図ることができます。このため、その旨を市

ホームページや広報、パンフレットなどを通して周知していきます。 

 

③ 耐震診断や耐震改修等に対する助成 

●耐震診断や耐震改修に係る補強設計及び工事監理、耐震改修、建替え、除却に要する費

用について助成します。 

 

④ 税制の周知 

●支援する耐震改修に係る助成に伴い、申請時等に固定資産税の減額措置や所得税の特別

控除に係る税制の周知を行うとともに、市ホームページや広報により啓発し、助成制度

の利用促進を図ります。 

 

【非木造住宅】 

① 耐震化の普及啓発や財政的な支援の検討 

●非木造住宅に対する耐震化の普及啓発や、国や東京都の補助制度を活用した耐震診断や

耐震改修等に係る財政的な支援について検討します。 

 

② 分譲マンションの耐震化に対する取組 

●管理組合による十分な検討と、それを踏まえた意思決定により、良質なマンションスト

ックの形成等を図り、市民生活の安定向上及び市街地環境の向上に寄与することを目的

とした「東京におけるマンションの適正な管理の促進に関する条例（以下「都マンショ

ン条例」という。）」に基づき、分譲マンションの適正管理を推進します。 

●管理不全の分譲マンションに対して、マンション管理士と連携し、都マンション条例に

基づく助言・指導を実施し、管理組合の適正な運営及び耐震化への取組を促します。 
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表 18 主な施策のスケジュール 

耐震化の重要性や耐震診断の必要性、市の木造住宅耐震化助成制度の普及啓発

無料簡易耐震診断、戸別訪問、アドバイザー派遣の実施

立川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラムの実施

各種工事の機会に耐震改修工事を行うことでの負担軽減となるメリットを周知

耐震診断に要する費用を助成

補強設計及び工事監理を含む耐震改修工事に要する費用を助成

建替えに要する費用を助成

除却に要する費用を助成

助成申請時や市ホームページ、広報により税制の周知

非木造住宅に対する耐震化の普及啓発や財政的な支援について検討

都マンション条例に基づくマンションの適正管理を推進

管理不全マンションに対するマンション管理士との連携よる助言・指導の実施
②分譲マンションの耐震化
　に対する取組

非
木
造
住
宅

④税制の周知

木
造
住
宅

②さまざまな機会をとらえた
　耐震化の促進

①耐震化の普及啓発

③耐震診断や耐震改修等
　に対する助成

①耐震化の普及啓発や
　財政的な支援の検討

目　　標

令和７（2025）
年度

令和３（2021）
年度

令和４（2022）
年度

令和５（2023）
年度

令和６（2024）
年度

耐震性が不十分な住宅を概ね解消
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立川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム ＝令和２（2020）年度策定＝ 

１ 目的 

立川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプログラム」という。）

は、立川市耐震改修促進計画に定めた目標の達成に向け、住宅所有者に対する直接的な耐震

化促進、耐震診断実施者に対する耐震化促進、耐震改修事業者の技術力向上に係る取組及び

一般市民への周知啓発の実施を図るとともに、住宅所有者の経済的負担の軽減を図り、住宅

の耐震化をさらに促進することを目的とする。 

 

２ 位置づけ 

立川市耐震改修促進計画を補完する施策として位置づけ、耐震化に関する緊急的な取組方

針を定めるものである。 

 

３ 対象区域 

立川市全域とする。 

 

４ 対象建築物 

建築基準法における旧耐震基準｟昭和56（1981）年5月31日以前に工事着手したもの｠に

より建築された木造の戸建て住宅、共同住宅及び併用住宅（住宅以外の用途部分の面積が延

べ面積の２分の１未満のもの）とする。 

 

５ 実施期間 

令和２（2020）年度から令和７（2025）年度とする。ただし、アクションプログラムの進

捗状況のほか、社会情勢等の変化や関連計画の改定等に応じて見直しを行う。 

 

６ 実績の公表 

アクションプログラムの取組内容について、年度の補助件数の目標及び実績を市ホームペ

ージにおいて公表する。 

 

７ 取組内容 

（１）木造住宅所有者に対する直接的な耐震化促進の取組 

●戸別訪問事業（委託） 

耐震化を実施していない木造住宅所有者に対して、建築関係経験者による戸別訪問を

実施し、耐震化の必要性や耐震化に係る費用の助成制度の説明をパンフレット等を用い

て行い、制度利用を促す。 

●アドバイザー派遣事業（委託） 

本市で実施した無料の簡易耐震診断受診者で耐震診断が未実施の住宅所有者に対し

て、建築関係経験者による戸別訪問を行い、耐震化の普及啓発を図る。 
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平成 23（2011）年度 

～ 

平成 31（2019）年度 

・戸別訪問 4,074 棟を実施 

・アドバイザー派遣 

令和２（2020）年度 

～ 

令和７（2025）年度 

・戸別訪問 未実施の約 2,000 棟 

・アドバイザー派遣 

 

（２）耐震診断を支援した住宅に対して耐震改修を促す取組 

●耐震診断後、一定期間経過しても耐震改修を行っていない住宅所有者に対しては、職員

等の戸別訪問等によりヒアリングを実施し、意向確認のもと助成制度の説明を改めて行

い、耐震化を促す。 

 

（３）改修事業者等の技術力向上を図る取組及び住宅所有者から事業者等への接触が容易と 

なる取組 

●東京都主催による耐震改修事業者の技術力向上に資する講習会を活用し、市ホームペー

ジ等で当該講習会を周知することにより、市内事業者の参加を促し、東京都と連携して

事業者の技術力向上を図る。 

●東京都及び建設関係団体と連携し、耐震改修事業者リストを作成し、窓口等での紹介、

閲覧を実施する。 

 

（４）耐震化の必要性に係る普及・啓発 

●耐震化に係る本市の助成制度や耐震改修工法・装置を紹介したパンフレットを、市役所

窓口や各種イベント等において配布すると共に、市ホームページや広報に掲載し市民に

広く周知する。 

●立川市総合防災訓練等において、市民を対象に耐震化促進に関する情報提供を行う。 

 

８ 進行管理 

毎年度、耐震改修等に係る支援目標を設定するとともに、実施・達成状況及び市民の耐震

化に関するニーズ等を把握し、検証した上で課題、改善策をアクションプログラムの取組内

容に反映させる。 
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２ 特定建築物 

耐震化の目標 

令和７（2025）年度末までに耐震化率 100％にすることを目標とし、できるだけ早期に達成

することを目指します。 

基本方針 

建築物の所有者への働きかけや、法令に基づく指導・指示等により耐震診断や耐震改修等を

促進します。 

耐震化に向けた取組 

① 建築物の所有者への働きかけ 

●特定既存耐震不適格建築物の耐震化を促すためには、建築物の所有者が耐震化の重要性

などを認識する必要があることから、東京都や関係団体と連携し、耐震診断や耐震改修

等を働きかけます。 

 

② 耐震化に係る指導や指示等 

●特定既存耐震不適格建築物の耐震化を促進するため、建築物の所有者に対し耐震診断や

耐震改修等を実施するよう指導や助言を行います。 

●一定規模以上の特定既存耐震不適格建築物の内、指導や助言を行ったにもかかわらず、

必要な耐震改修等が行われていないと認めるときは、法令に基づき建築物の所有者に対

して指示を行います。 

 

表 19 主な施策のスケジュール 

耐震診断や耐震改修等の働きかけ

耐震診断や耐震改修等の実施に向けた指導・助言・指示

令和７（2025）
年度

令和３（2021）
年度

令和４（2022）
年度

令和５（2023）
年度

令和６（2024）
年度

特
定
既
存
耐
震

不
適
格
建
築
物

①建築物の所有者への
　働きかけ

②耐震化に係る指導や
　指示等

目　　標 耐震化率 100%
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３ 緊急輸送道路沿道建築物 

耐震化の目標 

【特定緊急輸送道路沿道建築物】 

令和７（2025）年度末までに総合到達率 99％以上を達成し、かつ、区間到達率 95％未満

の区間を解消することを目標とし、令和 17（2035）年度末までに総合到達率 100％を目指し

ます。 

 

【一般緊急輸送道路沿道建築物（立川駅周辺３路線）】 

令和７（2025）年度末までに耐震化率 95％以上にすることを目標とし、令和７（2025）年

度以降、耐震化率 100％の達成を目指します。 

基本方針 

【特定緊急輸送道路沿道建築物】 

特定緊急輸送道路は、震災時における救急・救命活動や緊急支援物資の輸送など、復旧・

復興の大動脈となる重要な役割を担うため、東京都と連携し、建築物の所有者に対して、耐

震化に係る指導や指示等、新たな指標による耐震化状況の公表を通じて、補強設計や耐震改

修等の耐震化を重点的に促進します。 

 

【一般緊急輸送道路沿道建築物（立川駅周辺３路線）】 

特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化による震災時の道路機能確保に併せ、一般緊急輸送

道路の機能を向上させることは、災害に強い都市を実現するうえで有効であり、引き続き、

東京都と連携し、建築物の所有者に対して耐震化を促します。 

耐震化に向けた取組 

【特定緊急輸送道路沿道建築物】 

① 建築物の所有者への働きかけ 

●緊急輸送道路の役割や耐震化の重要性などを認識することが重要であることから、東京

都や関係団体と連携し、建築物の所有者に対し戸別訪問やパンフレット配布により、積

極的に働きかけます。 

●東京都が実施する耐震キャンペーン期間中に開催する、「耐震フォーラム」の案内を市

ホームページやパンフレット配布により、情報提供します。 

 

② 耐震化に係る支援 

●耐震診断の結果、耐震性が不足していると判定された建築物の補強設計に要する費用に

ついて、国や東京都の補助制度を活用して、引き続き助成します。 

●耐震改修等に要する費用について、国や東京都の補助制度を活用して、引き続き助成し

ます。 

●一回の工事で耐震化が完了しない場合の耐震性が低い建築物の耐震改修について、令和

17（2035）年度末までに耐震化を完了させることを条件とした、段階的な改修に要する

費用の助成を検討します。 
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●建築物の所有者が耐震化を進めるための最適な改修工法の選択や合意形成など、課題に

適切に対応できる建築の専門家や弁護士等の専門家をアドバイザーとして派遣する支援

について検討します。 

 

③ 耐震化に係る指導や助言、指示等 

ア 耐震診断を実施していない場合 

●正当な理由がなく耐震診断を実施していない建築物の所有者に対しては、平成 30（2018）

年３月、耐震改修促進法に基づき所在地や建築物の名称などを公表してきましたが、さ

らに震災時における緊急輸送道路の機能を確保するために必要があると認めるときは、

東京都と連携して耐震診断を行うよう指示します。 

●指示を受けた建築物の所有者が、その後も正当な理由がなく耐震診断を実施しない場合

であって、震災時における緊急輸送道路の機能を確保するために特に必要があると認め

るときは、東京都と連携して耐震診断の実施を命令します。 

 

イ 耐震診断をした結果、耐震性が不足している場合 

●平成 30（2018）年３月、耐震改修促進法に基づき耐震診断した結果を、所在地や建築物

の名称などとともに公表してきましたが、引き続き耐震改修等を実施しない建築物の所

有者に対し、東京都と連携し法令に基づいた指導や助言を行います。 

●指導を受けたにもかかわらず耐震改修等を実施しない場合であって、震災時における緊

急輸送道路の機能を確保するために特に必要があると認めるときは、東京都と連携して

耐震改修等を行うよう指示します。 

●指示を受けた建築物の所有者が正当な理由なく従わなかった場合は、改めて指示を受け

た旨と所在地や建築物の名称などの公表を行います。 

●公表後に、耐震改修等を実施した場合は、建築物の所有者の報告により速やかに公表内

容を更新します。 

 

ウ 耐震診断をした結果、耐震性が満たされている場合 

●建築物の所有者から報告を受けた耐震診断の結果については、平成 30（2018）年３月、

耐震改修促進法に基づき公表しています。 

 

【一般緊急輸送道路沿道建築物（立川駅周辺３路線）】 

① 耐震改修等の実施状況の把握 

●耐震化状況の報告を義務づけられていない立川駅周辺３路線の沿道建築物について、正

確な耐震化率や建築物ごとの耐震診断や耐震改修等の実施状況の把握に努めます。 

●耐震改修等の実施状況を把握するため、建築物の所有者に対するアンケート調査や戸別

訪問を実施します。 

 

② 建築物の所有者への働きかけ 

●緊急輸送道路の役割や耐震化の重要性などを認識する必要が重要であることから、東京
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都や関係団体と連携し、建築物の所有者に対し戸別訪問やパンフレット配布により、積

極的に働きかけます。 

●東京都が実施する耐震キャンペーン期間中に開催する、「耐震フォーラム」の案内を市

ホームページやパンフレット配布により、情報提供します。 

 

③ 耐震化に係る支援 

●耐震診断に要する費用を国や東京都の補助制度を活用して、引き続き助成します。 

●耐震診断の結果、耐震性が不足していると判定された建築物の補強設計に要する費用に

ついて、国や東京都の補助制度を活用して、引き続き助成します。 

●耐震改修等に要する費用について、国や東京都の補助制度を活用して、引き続き助成し

ます。 

●一回の工事で耐震化が完了しない場合の耐震性が低い建築物の耐震改修について、耐震

化を完了させることを条件とした、段階的な改修に要する費用の助成を検討します。 

●建築物の所有者が耐震化を進めるための最適な改修工法の選択や合意形成など、課題に

適切に対応できる建築の専門家や弁護士等の専門家をアドバイザーとして派遣する支援

について検討します。 

 

④ 耐震化に係る指導や助言、指示等 

ア 耐震診断を実施していない場合 

●建築物の所有者に対して耐震化を促すため、東京都と連携し、耐震改修促進法に基づく

指導や助言等を行います。 

●震災時における緊急輸送道路の機能を確保するために必要があると認めるときは、東京

都と連携して、建築物の所有者に対して耐震診断を行うよう指示します。 

●耐震改修促進法に基づく公表について検討します。 

 

イ 耐震診断した結果、耐震性が不足している場合 

●耐震診断の結果、耐震性が不足していることが判明した建築物については、東京都と連

携し、建築物の所有者に耐震改修促進法に基づき耐震化に係る指導や助言を行います。 

●耐震改修促進法に基づく公表について検討します。 

 



 - 42 - 

表 20 主な施策のスケジュール 

戸別訪問等による耐震化の働きかけ

補強設計や耐震改修等に対する助成

アドバイザー派遣の検討

耐震診断未報告者に対する報告命令

耐震改修等の実施に向けた指導や助言、指示

耐震診断結果の公表及び更新

耐震診断や耐震改修等の実施状況の把握

戸別訪問等による耐震化の働きかけ

耐震診断、補強設計、耐震改修等に対する助成

アドバイザー派遣の検討

耐震診断や耐震改修等の実施に向けた指導や助言、指示

耐震改修促進法に基づく公表の検討

④耐震化状況などの
　公表

特
定
緊
急
輸
送
道
路
沿
道
建
築
物

令和７（2025）
年度

令和３（2021）
年度

令和４（2022）
年度

令和５（2023）
年度

令和６（2024）
年度

目　　標

①建築物の所有者への
　働きかけ

③耐震化に係る
　指導や助言、指示等

②耐震化に係る支援

一
般
緊
急
輸
送
道
路
沿
道
建
築
物

目　　標

①耐震改修等の
　実施状況の把握

②建築物の所有者への
　働きかけ

③耐震化に係る支援

④耐震化に係る
　指導や助言、指示等

総合到達率99％、かつ、区間到達率95％未満の解消 ※1

耐震化率95％ ※2

 

※１ 令和 17（2035）年度に総合到達率 100％を目標（耐震化率 100％相当） 

※２ 令和７（2025）年度以降に耐震化率 100％を目標 
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４ 防災上重要な市有建築物 

耐震化の目標 

令和７（2025）年度末までに耐震化率 100％にすることを目標とし、できるだけ早期に達成

することを目指します。 

基本方針 

市有建築物の耐震化を早期に実現します。 

耐震化に向けた取組 

耐震性が不十分な施設（立川競輪場、錦町下水処理場）は、立川市公共施設再編個別計画の

対象外ですが、立川競輪場は施設改修工事（第２期）により、錦町下水処理場は流域下水道編

入後に耐震化を進めます。 

 

表 21 主な施策のスケジュール 

 耐震改修等による耐震化耐震性が不十分な
２施設

令和７（2025）
年度

令和３（2021）
年度

令和４（2022）
年度

令和５（2023）
年度

令和６（2024）
年度

目　　標
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５ 組積造の塀 

（１）全般 

基本方針 

通行人の安全確保の面から、耐震性が不十分な組積造の塀の除却や安全な塀への建替え等を

促進していきます。 

ブロック塀等の点検のチェックポイント等の活用により危険性があるとされたブロック塀

等については、除却や安全な塀への建替え等の費用に対する助成を実施しており、引き続き、

国や東京都の補助制度を活用して財政支援を行います。 

 

（２）通行障害建築物となる組積造の塀 

耐震化の目標 

令和７（2025）年度までに、耐震性が不十分な通行障害建築物となる組積造の塀を概ね解消

することを目指します。 

基本方針 

緊急輸送道路は、震災時における救急・救命活動や緊急支援物資の輸送など、復旧・復興の

大動脈となる重要な役割を担うため、通行障害建築物となる組積造の塀の除却・建替え等につ

いて、東京都と連携し、塀の所有者への働きかけ等により、除却・安全な塀への建替え等を重

点的に促進します。 

耐震化に向けた取組 

① 所有者への働きかけ 

●塀の所有者が特定緊急輸送道路の役割や耐震化の重要性などを認識する必要があるた

め、東京都や関係団体と連携し、所有者に対し戸別訪問等により、除却・建替え等を働

きかけます。 

 

② 耐震化に係る支援 

●塀の所有者の取組を促すため、除却・建替え等の費用の助成支援を行います。 

 

③ 耐震化に係る指導や指示等 

●塀の所有者に対して耐震化を促すため、東京都と連携して耐震改修促進法に基づく指導

や指示等を行います。 

 

④ 耐震診断結果の公表 

●塀の所有者から報告を受けた耐震診断の結果については、耐震改修促進法に基づき公表

します。 
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表 22 主な施策のスケジュール 

塀の除却や安全な塀への建替え等の促進

除却・安全な塀への建替え等の働きかけ

除却・建替え等に関する助成

指導・指示等

耐震診断結果の公表

 (1)
全
般

 (2)
通
行
障
害
建
築
物
と
な
る
組
積
造
の
塀

目　　標

①所有者への働きかけ

②耐震化に係る支援

③耐震化に係る
　指導や指示等

④耐震診断結果の公表

通行人の安全確保

令和７（2025）
年度

令和３（2021）
年度

令和４（2022）
年度

令和５（2023）
年度

令和６（2024）
年度

耐震診断

結果の報告
耐震性が不十分なものを概ね解消
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第２節 普及啓発 

 

１ 相談体制の整備 

（１）耐震化に関する相談窓口による対応 

●耐震化の促進には、耐震化に取り組み易い環境を整備することが必要です。このため、

市民が安心して相談できる窓口として、耐震診断や耐震改修などの相談、助成内容や診

断業者等の紹介などを引き続き行います。 

●今後も、市民の相談に的確に対応します。 

 

（２）木造住宅の戸別訪問、アドバイザー派遣の実施 

●建築関係経験者による戸別訪問やアドバイザー派遣を通して、木造住宅所有者に直接、

耐震化助成制度の説明や質疑応答を引き続き実施します。 

●今後も、より身近な相談体制を活用して耐震化の促進を図ります。 

 

２ 情報提供の充実 

（１）防災マップや防災ハンドブックの配布 

●市民や建築物の所有者が地震等の防災対策を自らの問題、地域の問題として意識するた

めには、身近な情報として避難所・避難場所を示した防災マップや、地震等に備えるた

めの知識等が記載された防災ハンドブックが有効です。どちらも、全戸配布を行ってお

り、今後も、防災訓練や広報の防災特集号を通じて、耐震化の啓発を行います。 

 

（２）市ホームページ、広報、助成パンフレット等の活用 

●住宅・建築物の耐震化を促進するには、まず、所有者が耐震化の必要性や重要性につい

て十分に認識することが必要です。このため、市ホームページや広報をはじめ、防災訓

練、講習会や相談会等で、分かりやすいパンフレットの配布など、さまざまな方法や機

会を通じて耐震化に関する情報提供の充実を図ります。 

 

（３）耐震化に係る各種パンフレット等の配布 

●東京都が作成している「東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度」や「安価で信頼でき

る耐震改修工法・装置の事例」などのパンフレット等を、住宅の所有者が安心して耐震

診断・耐震改修に取り組むことができるよう積極的に紹介していきます。 

●事務所ビルや分譲マンションなどの耐震改修を促進するためには、建築物の所有者や管

理組合等が耐震改修にあたり、最適な工法を選択できるよう、具体的な事例を紹介して

いくことが重要です。東京都では、耐震改修事例を定期的に公募・選定し、施工期間や

改修費用、建築物を使いながら施工した事例などを示したリーフレットを作成していま

す。これらの情報提供を行います。 
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３ 技術的な支援 

（１）木造住宅を対象とした耐震診断事業者リストの公表 

●市民が安心して木造住宅の耐震診断等を行うためには、適切に耐震診断や補強設計を実

施できる一定の技術力を有する診断士を市民に対して情報提供していくことが必要です。

このため、東京都から提供される「東京都木造住宅耐震診断登録名簿」及び「東京都建

築士事務所協会立川支部木造建築物耐震診断委員会委員名簿」を公表し、耐震化を促進

します。市の助成制度は、いずれかの名簿に登録された診断士が行う耐震診断に対して

助成するものです。 

 

（２）耐震改修事業者の技術力向上に係る取組 

●東京都主催による耐震改修事業者の技術力向上に資する講習会を活用し、市ホームペー

ジ等で当該講習会を周知することにより、市内事業者の参加を促し、東京都と連携して

事業者の技術力向上を図ります。 

●東京都及び市内の建設関係団体と連携し、耐震改修事業者リストを作成、公表します。 
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第３節 総合的な安全対策 

 

１ 建築物の液状化対策 

東日本大震災の際には、東京都内の一部でも液状化現象が確認され、木造住宅が傾くなど

の被害が発生しました。東京都は、建築物の所有者等が敷地の状況を把握し事前に液状化対

策を講じることができるよう、手引の作成や地盤調査データ等の情報提供を行う方針を定め

ました。市内においては、顕著な懸念箇所は示されていませんが、東京都と連携して市民へ

地盤調査データ等の情報提供を行います。 

 

２ 家具転倒防止対策 

近年発生した大規模な地震の被害状況を分析すると、家具類の転倒及び落下を原因とする

負傷者が多く発生しています。市ホームページや広報、関係機関との連絡会などを通じ、家

具の固定についてより一層の啓発に努めていくとともに、高齢者のみ世帯や障害者がいる世

帯等を対象に、「高齢者世帯等家具転倒防止器具取付事業」を引き続き実施していきます。 

 

３ その他 

（１）新築時の耐震性の確保の徹底 

●新たに建築される建築物については、建築基準法に基づく確認申請をしない建築主や中

間検査、完了検査による検査済証を取得しない建築主に対して指導します。 

●建築基準法は、建築物の構造などに関し最低基準を定めています。それよりも高い水準

の耐震基準を適用した住宅の普及を図るため、長期優良住宅認定制度等の周知を行いま

す。 

 

（２）建築基準法の定期報告制度を活用した指導 

●建築基準法に基づく定期報告制度を活用し、特定建築物などの耐震診断や耐震改修の状

況把握に努めるとともに、耐震診断や耐震改修を行っていない建築物の所有者等に対し

て実施するよう指導します。また、地震時に特定天井や外壁タイル等の落下の危険性が

ある建築物の所有者等に対して指導を行います。 
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第４章 市民が安心して暮らせる災害に強いまちの実現に向けて 

 

建築物の耐震化は、自助・共助・公助の原則を踏まえ、建築物の所有者自らの責任で行われる

ことを基本とします。しかしながら、建築物は、倒壊することにより道路閉塞や火災等、地域の

安全性に大きな影響を与える場合が多くあります。 

本計画では、「市民が安心して暮らせる災害に強いまちの実現」を基本理念とし、耐震化の新

たな目標や具体的な施策を提示してきました。これらの施策を着実に実施し、市民が安心して暮

らせる災害に強いまちを実現していくためには、次の取組についても進めていく必要があります。 

 

１ 東京都との更なる連携強化 

本市は、これまで市民への普及啓発や建築物の所有者への戸別訪問、アドバイザー派遣、

耐震改修等に要する費用の助成など、東京都と連携して耐震化に取り組んできました。 

この結果、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化においては、耐震診断が着実に進むなど

一定の成果が上がる一方、木造住宅は耐震化の現状が目標値に対し厳しい状況にあるなど、

課題がより明らかになっています。 

更なる耐震化を進めていくため、これまで以上に東京都との連携を強化し、地域の実情や

建築物の所有者の事情などを踏まえた施策を展開していく必要があります。 

 

２ 関係団体と連携した検討会等への参画 

計画的な耐震化の促進を図るためには、耐震改修を進めるための環境整備、情報提供の充

実や耐震化施策を総合的に推進する体制づくりが必要です。そのため、東京都や近隣自治体、

建築関係団体による検討会等に参画し、適切な役割分担のもとに、連携・協力して建築物の

耐震化の促進に取り組みます。 
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用語の説明 

 

【あ行】 

Ｉｓ値（ｱｲｴｽ）〔初出：27ページ〕 

Is 値は、非木造の耐震指標で地震力に対する建築物の強度・粘り強さの指標、形状指標、経

年指標によって数値を求め、Iw値は、木造の耐震指標として建築物の保有する耐力によって

数値を算出する。震度６強の規模の地震に対する値の評価は次のように定められている。 

Is 値 Iw 値 危険性 

0.6 以上 1.0 以上 倒壊、又は崩壊する危険性が低い 

0.3 以上 0.6 未満 0.7 以上 1.0 未満 倒壊、又は崩壊する危険性がある 

0.3 未満 0.7 未満 倒壊、又は崩壊する危険性が高い 

Is 値 0.6 という数値は、昭和 43（1968）年に起きた十勝沖地震（Ｍ7.9、震度５）、昭和 53

（1978）年に起きた宮城県沖地震（Ｍ7.4、震度５）で大きな被害を受けなかった建築物から

導き出されている。Is値 0.6 以上、Iw値 1.0 以上の建築物は、新耐震基準レベルの耐震性能

であり、平成７（1995）年に起きた兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）では、Is値 0.6 以

上の建築物で大きな被害があった物件は少なかった。 

 

【か行】 

既存耐震不適格建築物〔初出：８ページ〕 

建築した時点では建築基準法の耐震規準に適合していたが、その後の法律改正により現行の

耐震規準に適合しなくなった建築物のこと。事実上、現行の法律には適合しないが、違反建

築物とは区別され、原則としてそのままの状態で使用することが可能である。 

 

旧耐震基準〔初出：４ページ〕 

昭和 56（1981）年６月１日の建築基準法の耐震基準の見直し以前に用いられた耐震基準。兵

庫県南部地震（阪神・淡路大震災）では、旧耐震基準による建築物の被害が顕著であった。 

 

区間到達率〔初出：24ページ〕 

特定緊急輸送道路の区間ごとの通行機能を評価する指標であり、当該区間に都県境入口の過

半から到達できる確率をシミュレーションにより算出したもの。 

 

【さ行】 

首都直下地震〔初出：１ページ〕 

中央防災会議において想定された、Ｍ７～８クラスの地震の内、被害が大きく首都中枢機能

への影響が大きいと思われる地震。本計画と立川市防災計画において想定する本市に最も影

響が高い地震の一つである。 
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所管行政庁〔初出：13ページ〕 

耐震改修促進法第２条第３項の規定により建築主事を置く市町村の長をいう。本市では立川

市長が所管行政庁。 

 

新耐震基準〔初出：４ページ〕 

昭和 56（1981）年６月１日に導入された耐震基準。新耐震基準では最低限順守すべき基準と

して、建築物の耐用年数中に何度か遭遇するような中規模の地震に対しては構造体を無害に

とどめ、極めてまれに遭遇するような大地震に対しては人命に危害を及ぼすような倒壊等の

被害を生じないことを目標としている。 

 

震度〔初出：３ページ〕 

ある場所の地震による揺れの強さを表したもの。日本で用いられている震度（階級）は、10

階級の気象庁震度階級と呼ばれるもので、かつては体感及び周囲の状況から推計していたが、

平成８（1996）年４月以降は計測震度計を用いて観測し、地震発生直後に速報される。 

 

総合到達率〔初出：24ページ〕 

特定緊急輸送道路全体の通行機能を評価する指標であり、区間到達率を道路全体で加重平均

して算出したもの。 

 

【た行】 

耐震化〔初出：１ページ〕 

耐震診断を実施して、地震に対する安全性に適合することを明らかにすること又は耐震改修

等を実施すること。 

 

耐震改修促進法〔初出：１ページ〕 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号）の略称。平成７（1995）年

１月の阪神・淡路大震災の教訓から、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身

体及び財産を保護するため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築

物の地震に対する安全性の向上を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的として

制定された。 

 

耐震化率〔初出：17ページ〕 

すべての建築物の内、耐震性を満たす建築物（新耐震基準によるもの、旧耐震基準の建築物

の内、耐震診断で耐震性有りとされたもの、耐震改修を実施したもの）の割合。なお、本計

画では、住宅、特定建築物及び緊急輸送道路沿道建築物は棟数を単位とし、防災上重要な市

有建築物は施設を単位として算出している。 

 

耐震改修〔初出：１ページ〕 

地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕若しくは模様替又は敷地の整備

をすること。 
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耐震改修等〔初出：13ページ〕 

耐震改修、除却、建替えにより地震に対して安全な建築物とすること。 

 

耐震性能〔初出：４ページ〕 

耐震改修促進法に基づく耐震診断の結果で、耐震性能を示す指標（Is 値や Iw 値）に応じて

地震に対する安全性が評価される。 

 

耐震性を満たす〔初出：17ページ〕 

新耐震基準に適合するもの又は耐震診断の結果、地震に対して安全な構造であることが確か

められること。 

 

中央防災会議〔初出：１ページ〕 

内閣の重要政策に関する会議の一つとして、内閣総理大臣をはじめとする全閣僚、指定公共

機関の代表者及び学識経験者により構成されており、防災基本計画の作成や防災に関する重

要事項の審議等を行っている。 

 

長期優良住宅認定制度〔初出：48ページ〕 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成 20年法律第 87号）に規定する長期にわたり

良好な状態で使用するための措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅のこと

で、建築及び維持保全の計画を作成して本市に申請することで、基準に適合する場合には認

定を受けることができる。 

 

道路閉塞〔初出：４ページ〕 

建築物や塀や電柱が道路に倒れることで交通に支障が生じ、道路がふさがること。 

 

特定建築物定期調査報告〔初出：19ページ〕 

デパート、ホテル、病院など不特定多数の人が利用する特定建築物等については、構造の老

朽化、避難設備、避難設備の不備、建築設備の作動不良などにより、大きな事故や災害が発

生する恐れがある。こうした事故等を未然に防ぎ建築物等の安全性や適法性を確保するため、

建築基準法第 12条で定められた定期報告制度は、一定の要件を超える建築物の所有者等に対

して定期的な調査・検査を行い、その結果を報告する制度で、所有者等に義務づけられてい

る。 

 

特定既存耐震不適格建築物〔初出：８ページ〕 

耐震改修促進法第 14条各号に定められた建築物（要安全確認計画記載建築物であるものを除

く）。所有者は、当該建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向

上を図る必要があると認められるときは、耐震改修を行うよう努めなければならない。なお、

本計画では同条第３号は一般緊急輸送道路沿道建築物として特定建築物物から除く。 
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【は行】 

補強設計〔初出：34ページ〕 

耐震性能など建築物の強度的性能を向上させ安全性を高めるために、柱、梁、壁など建築物の主要

構造物の補強を計画し、建築物の強度や粘り強さを向上させる設計のこと。 

 

【ま行】 

マグニチュード〔初出：３ページ〕 

地震が発するエネルギーの大きさを表したもの。マグニチュードが１増えると地震のエネル

ギーは約 32倍に、２増えると地震のエネルギーは約 1,000 倍になる。 

 

【や行】 

要安全確認計画記載建築物〔初出：８ページ〕 

耐震改修促進法第７条第１項に規定された都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物で、

東京都は、特定緊急輸送道路を同法第５条第３項第２号に基づく「建築物集合地域通過道路

等」として位置づけ、特定緊急輸送道路沿道建築物を「要安全確認計画記載建築物」として

耐震診断の実施を義務づけている。 

 

要緊急安全確認大規模建築物〔初出：８ページ〕 

耐震改修促進法附則第３条第１項に規定された既存耐震不適格建築物であって、その地震に

対する安全性を緊急に確かめる必要がある大規模なものとして政令で定めるもの。 

①病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、その他不特定かつ多数の者が利用する既

存耐震不適格建築物 

②小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する

既存耐震不適格建築物 

③耐震改修促進法第 14条第２号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物 

 

要配慮者〔初出：６ページ〕 

高齢者、障害者、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する者のこと。 
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参考資料 
 

建築物の耐震改修の促進に関する法律 

 

（平成七年法律第百二十三号） 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護す

るため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全

性の向上を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、

修繕、模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については

当該市町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事

をいう。ただし、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項又は第九

十七条の三第一項の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建

築物については、都道府県知事とする。 

（国、地方公共団体及び国民の努力義務） 

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進する

ため、当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又は

あっせん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力を

得るため、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとす

る。 

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるもの

とする。 

 

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等 

（基本方針） 

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建

築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

（都道府県耐震改修促進計画） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとす

る。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関す

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#1742
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#1749
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#1749
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る事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震

に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との

連携に関する事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事

項を記載することができる。 

一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益

上必要な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物（地震に対する安全性

に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（以下「耐震関係規定」という。）

に適合しない建築物で同法第三条第二項の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。）

であるもの（その地震に対する安全性が明らかでないものとして政令で定める建築物（以下

「耐震不明建築物」という。）に限る。）について、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促

進を図ることが必要と認められる場合 当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐

震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物が集

合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定め

る道路（以下「建築物集合地域通過道路等」という。）に限る。）の通行を妨げ、市町村の

区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその

敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物（地震によって倒壊した場合においてその敷地

に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政

令で定める建築物（第十四条第三号において「通行障害建築物」という。）であって既存耐

震不適格建築物であるものをいう。以下同じ。）について、耐震診断を行わせ、又はその促

進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震

不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐

震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過

道路等を除く。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難と

することを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不

適格建築物の敷地に接する道路に関する事項 

四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成五年法律第五十二号。以下「特定優良

賃貸住宅法」という。）第三条第四号に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部に

ついて確保することができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条に規定する特

定優良賃貸住宅をいう。以下同じ。）を活用し、第十九条に規定する計画認定建築物である

住宅の耐震改修の実施に伴い仮住居を必要とする者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規

定する資格を有する者を除く。以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供するこ

とが必要と認められる場合 特定優良賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項 

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生

機構（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建築

物の耐震診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするとき

は、当該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者（所有者以外に権原に基づきその建

築物を使用する者があるときは、その者及び所有者）の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとすると

きは、当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するととも

に、当該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#236
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#53
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000#22
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000#34
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
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７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。 

（市町村耐震改修促進計画） 

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診

断及び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を定め

るよう努めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する

事項  

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震

に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との

連携に関する事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項

を記載することができる。 

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過

道路等に限る。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難と

することを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物につ

いて、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認

められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び

当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断

の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過

道路等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難と

することを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不

適格建築物の敷地に接する道路に関する事項 

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

５ 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 

 

第三章 建築物の所有者が講ずべき措置 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務） 

第七条 次に掲げる建築物（以下「要安全確認計画記載建築物」という。）の所有者は、当該要

安全確認計画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、そ

の結果を、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限までに所管

行政庁に報告しなければならない。 

一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号

の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道

路に接する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。） 同号の

規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に

接する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限り、前号に掲げる建

築物であるものを除く。） 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された

期限 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等） 

第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、又は

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#236
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その報告の内容を是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、

その旨を公表しなければならない。 

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当該

報告を命ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反する

と認められるときは、その者の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じた者若しく

は委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該報告

をすべき旨及びその期限までに当該報告をしないときは、所管行政庁又はその命じた者若しく

は委任した者が耐震診断を行うべき旨を、あらかじめ、公告しなければならない。 

（耐震診断の結果の公表） 

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるところ

により、当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断を行い、

又は行わせたときも、同様とする。 

（通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断に要する費用の負担） 

第十条 都道府県は、第七条第二号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通

省令で定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担し

なければならない。 

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令で

定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなけれ

ばならない。 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力） 

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上

を図る必要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改修を行

うよう努めなければならない。 

（要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため必

要があると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条

第二項第三号の技術上の指針となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）を勘案して、

要安全確認計画記載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認め

るときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示

をすることができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当

な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等） 

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限度

において、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要安全確

認計画記載建築物の地震に対する安全性に係る事項（第七条の規定による報告の対象となる事

項を除く。）に関し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画

記載建築物の敷地若しくは要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画

記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検

査させることができる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の

承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認計画記載建

築物であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）の所有者は、当該特定
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既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る

必要があると認められるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう

努めなければならない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその

他多数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場

又は処理場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画

に記載された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道

路に接する通行障害建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確

保するため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針

事項を勘案して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び

助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物（第一号から第三号までに掲げる特定

既存耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものと

して政令で定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。）について必要な耐震診

断又は耐震改修が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、

技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定

既存耐震不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する

特定既存耐震不適格建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当

な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特

定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に

係る事項に関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格

建築物の敷地若しくは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格

建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査さ

せることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について

準用する。 

（一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等） 

第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建

築物の所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存

耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項

を勘案して、当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言

をすることができる。 

 

第四章 建築物の耐震改修の計画の認定 

（計画の認定） 

第十七条 建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築物

の耐震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
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一 建築物の位置 

二 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途 

三 建築物の耐震改修の事業の内容 

四 建築物の耐震改修の事業に関する資金計画 

五 その他国土交通省令で定める事項 

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げる

基準に適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」という。）

をすることができる。 

一 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるも

のとして国土交通大臣が定める基準に適合していること。 

二 前項第四号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なものであ

ること。 

三 第一項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係

規定及び耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合

せず、かつ、同法第三条第二項の規定の適用を受けているものである場合において、当該建

築物又は建築物の部分の増築、改築、大規模の修繕（同法第二条第十四号に規定する大規模

の修繕をいう。）又は大規模の模様替（同条第十五号に規定する大規模の模様替をいう。）

をしようとするものであり、かつ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又

は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定以外の同法又はこれに基づく命令若しく

は条例の規定に適合しないこととなるものであるときは、前二号に掲げる基準のほか、次に

掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分

が耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しない

こととなることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞれの

工事の計画。第五号ロ及び第六号ロにおいて同じ。）に係る建築物及び建築物の敷地につ

いて、交通上の支障の度、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地

の環境の保全上の有害の度が高くならないものであること。 

四 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である耐火建築物（建築基準法第二条

第九号の二に規定する耐火建築物をいう。）である場合において、当該建築物について柱若

しくは壁を設け、又は柱若しくははりの模様替をすることにより当該建築物が同法第二十七

条第二項の規定に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準

のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事により、当該建築物が建築基準法第二十七条第二項の規定に適合しないこととな

ることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであること。 

（1） 工事の計画に係る柱、壁又ははりの構造が国土交通省令で定める防火上の基準に適合

していること。 

（2） 工事の計画に係る柱、壁又ははりに係る火災が発生した場合の通報の方法が国土交通

省令で定める防火上の基準に適合していること。 

五 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物につ

いて増築をすることにより当該建築物が建築物の容積率（延べ面積の敷地面積に対する割合

をいう。）に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ及び第八項にお

いて「容積率関係規定」という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び

第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事により、当該建築物が容積率関係規定に適合しないこととなることがやむを得な

いと認められるものであること。 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#53
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#18
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#18
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#411
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#411
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#411
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ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認

められるものであること。 

六 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物につ

いて増築をすることにより当該建築物が建築物の建蔽率（建築面積の敷地面積に対する割合

をいう。）に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ及び第九項にお

いて「建蔽率関係規定」という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び

第二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事により、当該建築物が建蔽率関係規定に適合しないこととなることがやむを得な

いと認められるものであること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認

められるものであること。 

４ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確認

又は同法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定をし

ようとするときは、所管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならない。 

５ 建築基準法第九十三条の規定は所管行政庁が同法第六条第一項の規定による確認又は同法

第十八条第二項の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をし

ようとする場合について、同法第九十三条の二の規定は所管行政庁が同法第六条第一項の規定

による確認を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場合につい

て準用する。 

６ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、次に掲げる建築物、建築物の敷地又は建築物若しく

はその敷地の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法第三

条第三項第三号及び第四号の規定にかかわらず、同条第二項の規定を適用する。 

一 耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項の規定の適用を受けている建築

物等であって、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものとして計画の

認定を受けたもの 

二 計画の認定に係る第三項第三号の建築物等 

７ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第四号の建築物については、

建築基準法第二十七条第二項の規定は、適用しない。 

８ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第五号の建築物については、

容積率関係規定は、適用しない。 

９ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第六号の建築物については、

建蔽率関係規定は、適用しない。 

10 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確認

又は同法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、所管行政庁が計

画の認定をしたときは、同法第六条第一項又は第十八条第三項の規定による確認済証の交付が

あったものとみなす。この場合において、所管行政庁は、その旨を建築主事に通知するものと

する。 

（計画の変更） 

第十八条 計画の認定を受けた者（第二十八条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」と

いう。）は、当該計画の認定を受けた計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）

をしようとするときは、所管行政庁の認定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

（計画認定建築物に係る報告の徴収） 

第十九条 所管行政庁は、認定事業者に対し、計画の認定を受けた計画（前条第一項の規定によ

る変更の認定があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に係る建築物（以下

「計画認定建築物」という。）の耐震改修の状況について報告を求めることができる。 

（改善命令） 

第二十条 所管行政庁は、認定事業者が計画の認定を受けた計画に従って計画認定建築物の耐震

改修を行っていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限を定めて、その改善

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#108
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#1713
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#108
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#324
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#1721
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#57
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#57
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#53
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#53
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#411
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#108
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#324
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/325AC0000000201_20190625_430AC0000000067#325
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に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

（計画の認定の取消し） 

第二十一条 所管行政庁は、認定事業者が前条の規定による処分に違反したときは、計画の認定

を取り消すことができる。 

 

第五章 建築物の地震に対する安全性に係る認定等 

（建築物の地震に対する安全性に係る認定） 

第二十二条 建築物の所有者は、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当該

建築物について地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を申請することがで

きる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る建築物が耐震関係規定又

は地震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していると

認めるときは、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた者は、同項の認定を受けた建築物（以下「基準適合認定建築物」という。）、

その敷地又はその利用に関する広告その他の国土交通省令で定めるもの（次項において「広告

等」という。）に、国土交通省令で定めるところにより、当該基準適合認定建築物が前項の認

定を受けている旨の表示を付することができる。 

４ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷地又はその利用に関する広告等

に、同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（基準適合認定建築物に係る認定の取消し） 

第二十三条 所管行政庁は、基準適合認定建築物が前条第二項の基準に適合しなくなったと認め

るときは、同項の認定を取り消すことができる。 

（基準適合認定建築物に係る報告、検査等） 

第二十四条 所管行政庁は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところによ

り、第二十二条第二項の認定を受けた者に対し、基準適合認定建築物の地震に対する安全性に

係る事項に関し報告させ、又はその職員に、基準適合認定建築物、基準適合認定建築物の敷地

若しくは基準適合認定建築物の工事現場に立ち入り、基準適合認定建築物、基準適合認定建築

物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について

準用する。 

 

第六章 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定等 

（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定） 

第二十五条 耐震診断が行われた区分所有建築物（二以上の区分所有者（建物の区分所有等に関

する法律（昭和三十七年法律第六十九号）第二条第二項に規定する区分所有者をいう。以下同

じ。）が存する建築物をいう。以下同じ。）の管理者等（同法第二十五条第一項の規定により

選任された管理者（管理者がないときは、同法第三十四条の規定による集会において指定され

た区分所有者）又は同法第四十九条第一項の規定により置かれた理事をいう。）は、国土交通

省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当該区分所有建築物について耐震改修を行う

必要がある旨の認定を申請することができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る区分所有建築物が地震に

対する安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していない

と認めるときは、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた区分所有建築物（以下「要耐震改修認定建築物」という。）の耐震改修

が建物の区分所有等に関する法律第十七条第一項に規定する共用部分の変更に該当する場合

における同項の規定の適用については、同項中「区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多

数による集会の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項ただし書の規定は、適用しない。 

（要耐震改修認定建築物の区分所有者の耐震改修の努力） 

第二十六条 要耐震改修認定建築物の区分所有者は、当該要耐震改修認定建築物について耐震改

修を行うよう努めなければならない。 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000#8
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000#99
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000#138
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000#68
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（要耐震改修認定建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第二十七条 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案し

て、要耐震改修認定建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めると

きは、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をす

ることができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要耐震改修認定建築物の区分所有者が、正当

な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、要

耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改修認定建築物の地震に対する安全性に係る

事項に関し報告させ、又はその職員に、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地

若しくは要耐震改修認定建築物の工事現場に立ち入り、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認

定建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について

準用する。 

 

第七章 建築物の耐震改修に係る特例 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例） 

第二十八条 第五条第三項第四号の規定により都道府県耐震改修促進計画に特定優良賃貸住宅

の特定入居者に対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域内において、特定優良賃貸

住宅法第五条第一項に規定する認定事業者は、特定優良賃貸住宅の全部又は一部について特定

優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する入居者を国土交通省令で定める期間以

上確保することができないときは、特定優良賃貸住宅法の規定にかかわらず、都道府県知事（市

の区域内にあっては、当該市の長。第三項において同じ。）の承認を受けて、その全部又は一

部を特定入居者に賃貸することができる。 

２ 前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸借

を、借地借家法（平成三年法律第九十号）第三十八条第一項の規定による建物の賃貸借（国土

交通省令で定める期間を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければならない。 

３ 特定優良賃貸住宅法第五条第一項に規定する認定事業者が第一項の規定による都道府県知

事の承認を受けた場合における特定優良賃貸住宅法第十一条第一項の規定の適用については、

同項中「処分」とあるのは、「処分又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律

第百二十三号）第二十八条第二項の規定」とする。 

（機構の業務の特例） 

第二十九条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物

の耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、機構は、

独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十一条に規定する業務のほか、委託

に基づき、政令で定める建築物（同条第三項第二号の住宅又は同項第四号の施設であるものに

限る。）の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

（公社の業務の特例） 

第三十条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、地

方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規定する業務のほか、委託に

より、住宅の耐震診断及び耐震改修並びに市街地において自ら又は委託により行った住宅の建

設と一体として建設した商店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団地の居住

者の利便に供する建築物の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により公社の業務が行われる場合には、地方住宅供給公社法第四十九条第三号 

中「第二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第三十条第一項に規定する業務」とす

る。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の資金の貸付けについての配慮） 

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/337AC0000000069_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000#32
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/403AC0000000090_20200401_429AC0000000045
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/403AC0000000090_20200401_429AC0000000045#168
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000#32
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/405AC0000000052_20150801_000000000000000#50
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/415AC0000000100_20200401_430AC0000000072#76
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/340AC0000000124_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/340AC0000000124_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/340AC0000000124_20150801_000000000000000#83
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/340AC0000000124_20150801_000000000000000
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/340AC0000000124_20150801_000000000000000#265
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第三十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、法令及びその事業計画の範囲内において、計画

認定建築物である住宅の耐震改修が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮す

るものとする。 

 

第八章 耐震改修支援センター 

（耐震改修支援センター） 

第三十二条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的とす

る一般社団法人又は一般財団法人その他営利を目的としない法人であって、第三十四条に規定

する業務（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、

その申請により、耐震改修支援センター（以下「センター」という。）として指定することが

できる。 

一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、支

援業務の適確な実施のために適切なものであること。 

二 前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎

を有するものであること。 

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであるこ

と。 

四 支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の公正

な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

五 前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものであること。 

（指定の公示等） 

第三十三条 国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたとき

は、センターの名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。 

２ センターは、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようとする

ときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければなら

ない。 

３ 国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 

（業務） 

第三十四条 センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 認定事業者が行う計画認定建築物である要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不

適格建築物の耐震改修に必要な資金の貸付けを行った国土交通省令で定める金融機関の要

請に基づき、当該貸付けに係る債務の保証をすること。 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行うこと。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（業務の委託） 

第三十五条 センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務

保証業務」という。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関その他の

者に委託することができる。 

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行う

ことができる。 

（債務保証業務規程） 

第三十六条 センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を

定め、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様と

する。 

２ 債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。 

３ 国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な実

施上不適当となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずることが

できる。 

（事業計画等） 
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第三十七条 センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事

業計画及び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年度に

あっては、その指定を受けた後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなければならない。こ

れを変更しようとするときも、同様とする。 

２ センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告書

及び収支決算書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、国土交通大臣に提出しなければな

らない。 

（区分経理） 

第三十八条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる業務ごとに経理を区

分して整理しなければならない。 

一 債務保証業務及びこれに附帯する業務 

二 第三十四条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 

（帳簿の備付け等） 

第三十九条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土交

通省令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関

する書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

（監督命令） 

第四十条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認める

ときは、センターに対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

（センターに係る報告、検査等） 

第四十一条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認め

るときは、センターに対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又はその職

員に、センターの事務所に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（指定の取消し等） 

第四十二条 国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取

り消すことができる。 

一 第三十三条第二項又は第三十七条から第三十九条までの規定のいずれかに違反したとき。 

二 第三十六条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行った

とき。 

三 第三十六条第三項又は第四十条の規定による命令に違反したとき。 

四 第三十二条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

五 センター又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

六 不正な手段により指定を受けたとき。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければなら

ない。 

 

第九章 罰則 

第四十三条 第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。 

第四十四条 第十三条第一項、第十五条第四項又は第二十七条第四項の規定による報告をせず、

若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、

五十万円以下の罰金に処する。 

第四十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十九条、第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の

報告をした者 
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二 第二十二条第四項の規定に違反して、表示を付した者 

三 第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した 

 者 

四 第三十九条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿

に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

五 第三十九条第二項の規定に違反した者 

六 第四十一条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者 

第四十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対しても各本条の刑を科する。 

 

附 則  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（機構の業務の特例に係る委託契約を締結する期限） 

第二条 第二十九条の規定により機構が委託に基づき行う業務は、当該委託に係る契約が平成二

十七年十二月三十一日までに締結される場合に限り行うことができる。 

（要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等） 

第三条 次に掲げる既存耐震不適格建築物であって、その地震に対する安全性を緊急に確かめる

必要がある大規模なものとして政令で定めるもの（要安全確認計画記載建築物であって当該要

安全確認計画記載建築物に係る第七条各号に定める期限が平成二十七年十二月三十日以前で

あるものを除く。以下この条において「要緊急安全確認大規模建築物」という。）の所有者は、

当該要緊急安全確認大規模建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を

行い、その結果を同月三十一日までに所管行政庁に報告しなければならない。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する既存

耐震不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する

既存耐震不適格建築物 

三 第十四条第二号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物 

２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模

建築物であるものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物につ

いては、適用しない。 

３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物につ

いて準用する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び第十三

条第一項中「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」とあるの

は「同条第三項において準用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第一項」とある

のは「附則第三条第三項において準用する第八条第一項」と読み替えるものとする。 

４ 前項において準用する第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に

処する。 

５ 第三項において準用する第十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、

又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰金に処す

る。 

６ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、前二項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても

当該各項の刑を科する。 

附 則 （平成八年三月三一日法律第二一号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、平成八年四月一日から施行する。 

附 則 （平成九年三月三一日法律第二六号） 抄  
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（施行期日） 

１ この法律は、平成九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 住宅金融公庫の貸付金の利率及び償還期間に関しては、第一条の規定による改正後の住宅金

融公庫法第二十一条第一項の表一の項及び四の項から六の項まで、第三条の規定による改正後

の北海道防寒住宅建設等促進法第八条第二項の表一の項並びに第八条の二第二項の表二の項

及び三の項並びに第四条の規定による改正後の建築物の耐震改修の促進に関する法律第十条

の規定は、住宅金融公庫が平成九年四月一日以後に資金の貸付けの申込みを受理したものから

適用するものとし、住宅金融公庫が同日前に資金の貸付けの申込みを受理したものについては、

なお従前の例による。 

４ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

る法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十

四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の日 

附 則 （平成一七年七月六日法律第八二号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一七年一一月七日法律第一二〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律（次項において「旧法」

という。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建

築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「新法」という。）の規定に相当の規定があるもの

は、これらの規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

２ 新法第八条及び第九条の規定は、この法律の施行後に新法第八条第一項又は第九条第一項の

規定により申請があった認定の手続について適用し、この法律の施行前に旧法第五条第一項又

は第六条第一項の規定により申請があった認定の手続については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄  

この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。 

附 則 （平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第八十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条におい
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て同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第八十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関

する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成二五年五月二九日法律第二〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定によってした処

分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐震改修の促進に関する法

律（附則第四条において「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの規定

によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二六年六月四日法律第五四号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 

附 則 （平成三〇年六月二七日法律第六七号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条の規定 公布の日 

二 第一条の規定並びに次条並びに附則第三条、第九条及び第十五条（高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）第二十四条の改正規定に限

る。）の規定 公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

（経過措置） 

第二条 第一条の規定の施行の際現に存する同条の規定による改正前の建築基準法（次項におい

て「旧法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる道に該当するものは、第一条の規定に

よる改正後の建築基準法（次項において「新法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる

道に該当するものとみなす。 

２ 第一条の規定の施行の際現に存する旧法第四十二条第二項に規定する道に該当するものは、

新法第四十二条第二項に規定する道に該当するものとみなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定）の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の建築

基準法の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 

（建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部改正） 

第十条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）の一部を次のよう
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に改正する。 

第十七条第三項第四号中「、第六十一条又は第六十二条第一項」を削り、同項第六号中「の建ぺ

い率」を「の建蔽率」に、「「建ぺい率関係規定」を「「建蔽率関係規定」に改め、同号イ中

「建ぺい率関係規定」を「建蔽率関係規定」に改め、同条第七項中「、第六十一条又は第六十

二条第一項」を削り、同条第九項中「建ぺい率関係規定」を「建蔽率関係規定」に改める。 

 



 - 69 - 

東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例 

 

（平成二三年三月一八日条例第三六号） 

 

阪神・淡路大震災では、建築物の倒壊や火災により多数の人々が尊い命を落とし、道路、鉄道

等の都市基盤も大きな損害を被るなど、甚大な被害と混乱が生じ、都市における大地震の危険性

が露呈し、我々都民にも多くの教訓を残した。 

建築物が地震により倒壊した場合、少なからず道路、隣地等の周囲に影響を及ぼす。倒壊した

建築物が道路を閉塞すれば、震災時の避難、消火活動等を妨げることになりかねないが、特に、

都市においては、建築物が密集していることにより倒壊時の影響は大きなものとなる。そのため、

都市における建築物の所有者は、耐震性能を確保する社会的責務を有していることを自覚し、こ

の責務を全うするためには、耐震性能が明らかでない建築物について耐震診断を行い、耐震性能

が不十分な場合には耐震改修等を行うことが不可欠である。 

とりわけ、幹線道路は、大地震の発生時に救急救命活動の生命線となり、緊急支援物資の輸送、

復旧及び復興の大動脈となるため、東京都は主要な幹線道路を緊急輸送道路に指定して整備を進

めてきたが、沿道の建築物が倒壊し、道路を閉塞してしまえば、その効果も無に帰しかねない。 

東京は、日本の首都として政治、経済、文化等の中枢を占め、極めて重要な役割を果たしてい

るが、首都直下地震の切迫性も指摘されている中、こうした緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化

が十分に進んできたとはいい難い状況にある。大地震の発生に対し、被害を最小限に抑え、迅速

な復旧等を図るべく震災時における緊急輸送道路の機能を確保することが喫緊の課題となって

いる。 

東京都は、都民や東京に集う人々の生命と財産を守り、首都東京の機能を維持するという決意

を表明するとともに、基礎的な地方公共団体である特別区及び市町村との役割分担の下、都民と

連携して緊急輸送道路沿道の建築物の耐震化を推進するため、この条例を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、震災時における避難、救急消火活動、緊急物資の輸送及び復旧復興活動を

支える緊急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物が地震により倒壊して緊急輸送道路を

閉塞することがないよう、沿道建築物の耐震化を推進する措置を講ずることにより沿道建築物

の地震に対する安全性の向上を図り、もって都民の生命、身体及び財産を保護することを目的

とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 緊急輸送道路 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第五

条第三項第三号の規定により緊急輸送道路として東京都耐震改修促進計画に記載された道

路をいう。 

二 沿道建築物 建築物のいずれかの部分の高さが東京都規則（以下「規則」という。）で定

める高さを超えるもの（昭和五十六年六月一日以後に新築の工事に着手したものを除く。）

であって、その敷地が緊急輸送道路に接するものをいう。 

三 耐震診断 第六条第一項の指針に定める方法により地震に対する安全性を評価すること

をいう。 

四 耐震改修 第六条第一項の指針に定める地震に対する安全性の基準に適合させることを

目的として、増築、改築、修繕若しくは模様替又は敷地の整備をすることをいう。 

五 耐震改修等 耐震改修を行い、又は全部を除却し、若しくは一部を除却し、若しくは全部

若しくは一部を移転して建築物のいずれの部分の高さも規則で定める高さ以下のものとす

ることをいう。 

六 耐震化 耐震診断を実施して第六条第一項の指針に定める地震に対する安全性の基準に

適合することを明らかにすること又は耐震改修等を実施することをいう。 



 - 70 - 

（都の責務） 

第三条 東京都（以下「都」という。）は、震災時における緊急輸送道路の機能を確保するため、

広域的な観点から、緊急輸送道路の機能及び重要性並びに沿道建築物の耐震化の公共性に関す

る啓発及び知識の普及に努め、沿道建築物の耐震化を促進する施策を総合的に推進するものと

する。 

（区市町村との連携） 

第四条 都は、この条例の施行に当たっては、特別区及び市町村（以下「区市町村」という。）

と緊密な連携を保ち、その理解と協力を得るよう努めるとともに、区市町村の実施する沿道建

築物の耐震化の促進に関する施策を支援するものとする。 

（所有者の責務） 

第五条 沿道建築物の所有者は、地震により当該沿道建築物が倒壊し、緊急輸送道路を閉塞した

場合における被害の影響の広範さに鑑み、自らの社会的責任を認識して当該沿道建築物の耐震

化に努めるものとする。 

（占有者の責務） 

第五条の二 沿道建築物の占有者は、地震により当該沿道建築物が倒壊し、緊急輸送道路を閉塞

した場合における被害の影響の広範さに鑑み、当該沿道建築物の所有者が行う当該沿道建築物

の耐震化の実現に向けて協力するよう努めるものとする。 

 

第二章 耐震化指針及び特定緊急輸送道路の指定 

（沿道建築物の耐震化指針） 

第六条 知事は、沿道建築物の耐震化の実施について技術的な指針（以下「耐震化指針」という。）

を定めなければならない。 

２ 耐震化指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 地震に対する安全性を評価する方法 

二 地震に対する安全性の基準 

三 その他地震に対する安全性に関すること。 

３ 知事は、耐震化指針を定め、又はこれを変更したときは、速やかに、これを告示しなければ

ならない。 

（特定緊急輸送道路の指定） 

第七条 知事は、緊急輸送道路のうち特に沿道建築物の耐震化を図る必要があると認めるもの

（以下「特定緊急輸送道路」という。）を指定することができる。 

２ 知事は、特定緊急輸送道路を指定しようとするときは、規則で定めるところにより、あらか

じめ当該特定緊急輸送道路の存する区市町村の長の意見を聴かなければならない。 

３ 知事は、特定緊急輸送道路を指定したときは、これを告示しなければならない。この場合に

おいて、当該特定緊急輸送道路に係る第十二条第一項第一号に規定する日についても、併せて

これを告示しなければならない。 

４ 前三項の規定は、特定緊急輸送道路の指定の解除について準用する。 

 

第三章 耐震化に係る施策の推進 

（耐震化状況の報告） 

第八条 前条第一項の規定に基づく特定緊急輸送道路の指定の効力が生じる日における当該特

定緊急輸送道路に係る沿道建築物（以下「特定沿道建築物」という。）の所有者（所有者と管

理者とが異なる場合においては、管理者。次項並びに第十条第二項及び第六項において同じ。）

は、同日から三箇月以内に、当該特定沿道建築物について、耐震診断又は耐震改修の実施状況

その他の地震に対する安全性に関する事項を、規則で定める報告書により知事に報告しなけれ

ばならない。ただし、第十条第二項又は第六項の規定に基づく報告をする場合は、この限りで

ない。 

２ 前項の報告書に記載した事項に変更が生じた場合は、所有者は、変更が生じた日から三十日

以内に、規則で定める報告書により、その旨を知事に報告しなければならない。ただし、第十

条第二項又は第六項の規定に基づく報告をする場合は、この限りでない。 
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（耐震化状況報告に関する指導等） 

第九条 知事は、特定沿道建築物の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）に対し、前

条各項の規定による報告について必要な指導及び助言をすることができる。 

（特定沿道建築物の耐震化） 

第十条 特定沿道建築物の所有者は、当該特定沿道建築物について次に掲げる者のうちいずれか

の者が行う耐震診断を実施しなければならない。ただし、当該特定沿道建築物について、既に

次に掲げる者が行う耐震診断を実施している場合又は耐震改修を実施している場合は、この限

りでない。 

一 建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第七十七条の二十一第一項に規定する指定確

認検査機関 

二 建築士法（昭和二十五年法律第二百二号）第三条から第三条の三までの規定に基づき当該

特定沿道建築物と同種同等の建築物を設計することができる一級建築士、二級建築士又は木

造建築士 

三 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）第五条第一項に規定

する登録住宅性能評価機関 

四 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第一条の三第一項に規定する地方公共団体 

五 前各号に掲げる者のほか、耐震診断を行う能力がある者として規則で定めるもの 

２ 特定沿道建築物の所有者は、当該特定沿道建築物について前項に規定する耐震診断を実施し

た場合は、耐震診断の実施が完了した日として規則で定める日から三十日以内に、規則で定め

る報告書により、その旨を知事に報告しなければならない。 

３ 耐震化指針に定める地震に対する安全性の基準に適合しない特定沿道建築物の所有者は、当

該特定沿道建築物について耐震改修等を実施するよう努めなければならない。 

４ 前項に規定する特定沿道建築物の所有者は、当該特定沿道建築物の占有者に対し、当該特定

沿道建築物が耐震化指針に定める地震に対する安全性の基準に適合しない旨を通知するよう

努めなければならない。 

５ 第三項に規定する特定沿道建築物の所有者は、当該特定沿道建築物の占有者に対し、当該特

定沿道建築物の耐震改修等の実現に向けた協力を求めるよう努めなければならない。 

６ 特定沿道建築物の所有者は、当該特定沿道建築物について耐震改修等を実施した場合又は当

該特定沿道建築物が火災、震災、水災、風災その他の災害により滅失し、若しくは損壊して建

築物のいずれの部分の高さも規則で定める高さ以下のものとなった場合は、耐震改修等の実施

が完了した日として規則で定める日又は当該特定沿道建築物が滅失し、若しくは損壊した日か

ら三十日以内に、規則で定める報告書により、その旨を知事に報告しなければならない。 

（沿道建築物の耐震化に関する指導及び指示） 

第十一条 知事は、震災時における救急消火活動、緊急物資の輸送及び復旧復興活動を支える緊

急輸送道路の機能を確保するため、沿道建築物の耐震化の適確な実施を確保する上で必要があ

ると認めるときは、当該沿道建築物の所有者等に対し、当該沿道建築物の耐震化について必要

な指導及び助言をすることができる。 

２ 知事は、震災時における救急消火活動、緊急物資の輸送及び復旧復興活動を支える緊急輸送

道路の機能を確保する上で、沿道建築物について必要な耐震診断が実施されていないと認める

ときは、当該沿道建築物の所有者に対し、期限を定めて、耐震診断を実施するよう必要な指示

をすることができる。 

（耐震診断を実施しない場合の公表） 

第十二条 知事は、震災時における救急消火活動、緊急物資の輸送及び復旧復興活動を支える緊

急輸送道路の機能を確保するため、次の各号のいずれかに該当するときは、当該特定沿道建築

物について必要な耐震診断が実施されていない旨及び当該特定沿道建築物の所在地その他の

当該特定沿道建築物を表示するために必要なものとして規則で定める事項を公表することが

できる。 

一 特定緊急輸送道路ごとに知事が別に定める日までに、正当な理由がなく必要な耐震診断を

実施しないとき。 

二 前条第二項の規定に基づく指示を受けた特定沿道建築物の所有者が、当該指示に係る期限



 - 72 - 

経過後も、正当な理由がなく必要な耐震診断を実施しないとき。 

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、規則で定めるところにより事前に当

該特定沿道建築物の所有者に意見書の提出その他の方法により意見を述べる機会を与えるも

のとする。 

（特定沿道建築物の耐震診断実施命令） 

第十三条 知事は、第十一条第二項に規定する指示を受けた特定沿道建築物の所有者が、当該指

示に係る期限経過後も、なお正当な理由がなく必要な耐震診断を実施しない場合であって、震

災時における救急消火活動、緊急物資の輸送及び復旧復興活動を支える緊急輸送道路の機能を

確保するため特に必要と認めるときは、当該所有者に対し、期限を定めて、当該指示に係る耐

震診断を実施すべきことを命ずることができる。 

（特定沿道建築物の耐震改修等実施指示） 

第十四条 知事は、特定沿道建築物が耐震化指針に定める地震に対する安全性の基準に適合して

いないと認める場合であって、震災時における救急消火活動、緊急物資の輸送及び復旧復興活

動を支える緊急輸送道路の機能を確保するため特に必要と認めるときは、当該特定沿道建築物

の所有者に対し、当該特定沿道建築物について耐震改修等を実施するよう指示することができ

る。 

２ 知事は、前項の規定による指示を受けた特定沿道建築物の所有者が、正当な理由がなく、当

該指示に従わなかったときは、規則で定める事項を公表することができる。 

（占有者への助言等） 

第十四条の二 知事は、第十一条第一項に規定する指導又は助言の対象となった沿道建築物の占

有者に対し、当該沿道建築物の耐震化に関する情報を提供する等必要な助言をすることができ

る。 

２ 前条第一項の規定による指示の対象となった特定沿道建築物の占有者は、当該特定沿道建築

物の所有者が行う当該特定沿道建築物の耐震改修等の実現に向けて協力するよう努めなけれ

ばならない。 

３ 知事は、前条第一項の規定による指示の対象となった特定沿道建築物の占有者に対し、当該

特定沿道建築物の所有者が行う当該特定沿道建築物の耐震改修等の実現に向けた協力につい

て必要な指導及び助言をすることができる。 

（立入検査等） 

第十五条 知事は、第八条各項並びに第十条第二項及び第六項に定めるもののほか、第十一条第

二項及び第十二条から第十四条までの規定の施行に必要な限度において、沿道建築物の所有者

等に対し、沿道建築物の地震に対する安全性に係る事項に関し報告させ、又はその職員に、沿

道建築物、沿道建築物の敷地若しくは沿道建築物の工事現場に立ち入り、沿道建築物、沿道建

築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 知事は、前条第三項の規定の施行に必要な限度において、特定沿道建築物の占有者に対し、

当該特定沿道建築物の耐震改修等の実現に向けた協力に係る事項に関し報告させることがで

きる。 

３ 第一項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の求め

に応じて提示しなければならない。 

４ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（助成） 

第十六条 知事は、沿道建築物の所有者に対し、当該沿道建築物の耐震化に要する費用について、

必要な助成を行うことができる。 

（耐震化状況の公表等） 

第十七条 知事は、第八条各項並びに第十条第二項及び第六項の規定による報告並びに第十五条

第一項の規定による報告及び検査に基づき、特定沿道建築物の耐震化の状況を、規則で定める

ところにより公表するものとする。 

２ 知事は、沿道建築物の耐震化を促進させるために必要があると認めるときは、沿道建築物の

耐震診断又は耐震改修等の実施状況その他の当該沿道建築物に関する情報を、建築物の耐震改
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修の促進に関する法律第二条第三項に定める所管行政庁に提供することができる。 

 

第四章 雑則 

（委任） 

第十八条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

第五章 罰則 

（罰金） 

第十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第八条各項又は第十条第二項若しくは第六項の規定による報告書に虚偽の記載をした者 

二 第十三条の規定による耐震診断の実施命令に違反した者 

三 第十五条第一項の規定による報告について虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避した者 

（両罰規定） 

第二十条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は

人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し

ても同条の罰金刑を科する。 

（過料） 

第二十一条 第八条第一項、第十条第二項又は第十五条第一項の規定に基づく報告をしなかった

者は、五万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

この条例は、平成二十三年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

一 第八条、第十九条第一号（第八条各項に係るものに限る。）、第二十条及び第二十一条（第

八条第一項に係るものに限る。）の規定 平成二十三年十月一日 

二 第十条、第十一条第二項、第十二条から第十五条まで、第十七条、第十九条第一号（第八

条各項に係るものを除く。）、第二号及び第三号並びに第二十一条（第八条第一項に係るも

のを除く。）の規定 平成二十四年四月一日 

附 則（平成二六年条例第四三号） 

この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。 

附 則（平成三一年条例第三一号） 

この条例は、平成三十一年七月一日から施行する。 
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立川市耐震改修促進計画策定委員会 

名簿 

委員長 市民生活部長 

副委員長 まちづくり部長 

委員 行政管理部施設課長 

委員 財務部財政課長 

委員 市民生活部防災課長 

委員 市民生活部住宅課長 

委員 まちづくり部建築指導課長 

 

 

検討経過 

第１回 令和２年８月３日 
立川市耐震改修促進計画の改定について 

現行計画における耐震化の目標とその現状及び課題について 

第２回 令和２年８月 26日 立川市耐震改修促進計画素案の検討及び協議 

第３回 令和２年 10月 13 日 立川市耐震改修促進計画素案の検討及び協議 
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立川市耐震改修促進計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号）第６条の規定に基づき、立

川市耐震改修促進計画を策定するため、立川市耐震改修促進計画策定委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事項を処理する。 

(1) 立川市耐震改修促進計画の策定に関すること。 

(2) その他必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、市民生活部長を、副委員長は、まちづくり部長を充てる。 

３ 委員は、別表に定める職員を充てる。 

（委員長等） 

第４条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の定数の過半数の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

（関係職員の出席等） 

第６条 委員会は、必要があると認めたときは、関係職員の出席を求め、説明を聴き、又は資料の提

出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市民生活部住宅課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱の施行について必要な事項は、委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年８月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

行政管理部施設課長、財務部財政課長、市民生活部防災課長、市民生活部住宅課長及びまちづくり

部建築指導課長 
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